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( 1 )一1 ( 1 ) electrophotography, which i s independent of the en

一にF2)m— (CF2 ~ - vironment where the conductive member i s used and
has an optimum electrical resistivity; and a process

C2) - 1 cartridge and an electrophotographic apparatus, each

- CH -CH; -CHCH -0). - ) - of which uses the conductive member and i s capaole
of stably forming high-quality electrophotographic
images for a long period of time. This conductive
member for electrophotography comprises a conduct
ive axial core body and a conductive layer. The con
ductive layer contains a binder resin, which has a
sulfo group or a quaternary ammonium group that
serves as an ion exchange group in each molecule,
and ions that have a polarity opposite to that of the
ion exchange group. The binder resin has a molecular
structure, which has a structure selected from the
group consisting of the structures represented by
chemical formula (1)-1 and chemical formula (l)-2
and a structure selected from the group consisting of
the structures represented by chemical formula (2)-l
t o chemical formula (2)-3, and which does not pro
duce a matrix-domain structure in the binder resin. In
the chemical formulae, m represents an integer of 2 -
20, n represents an integer of 5-50, p represents an in
teger of 1-25, q represents an integer of 1-15, and r
represents an integer of 1-12. formula (1)-1 -(CF 2)m-

formula (l)-2 (CF 2-CF 2-0) n- formula (2)-l -(CH 2-CH 2-0) - formula (2)-2 -(CH 2-CHCH 3-0) q- formula (2)-3 -(CH 2-CH 2-CH 2-CH 2-
o) -
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使用環境に依存せず電気抵抗率を最適化 した導電性部材、及び、それを用いた高品位な電子写真画像を
長期間安定的に形成可能なプロセス力一 トリッジおよび電子写真装置を提供する。導電性の軸芯体と、
導電層とを有する電子写真用の導電性部材であって、該導電層は、分子内にイオン交換基としてスルホ
基または第四級アンモニゥム基を有するバインダー樹脂と、該イオン交換基とは逆極性のイオンとを含
み、該バインダ一樹脂は、化学式 （1 ) 一 1 または化学式 （1 ) 一 2 で示される構造の群から選択され
る何れかの構造と、化学式 （2 ) — 1 〜化学式 （2 ) — 3 で示される構造の群から選択される何れかの
構造とを有 し、かつ、該バインダー樹脂中にマ トリクス ドメイ ン構造を生 じさせないような分子構造
を有する。各化学式中、m は 2 ~ 2 0 、 n は 5 ~ 5 0 、 p は 1 ~ 2 5 、 q は ！〜 1 5 、 r は 1 ~ 1 2 の
整数を示す。



明 細 書

発明の名称 ：

電子写真用導電性部材、 プロセスカー トリッジおよび電子写真装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、導電性部材、 プロセス力一 卜リッジおよび電子写真装置に関す

る。

背景技術

[0002] 電子写真画像形成装置においては、導電性部材が様 々な用途、例えば、帯

電 ローラ、現像 ローラ、転写 ローラと して使用されている。 このような導電

性部材は、電気抵抗値が 1 0 3 ~ 1 0 ι 。Ω の範囲内にあることが好ま しい。そ

のため、導電性部材が具備する導電層は導電剤 によって導電性が調整 されて

いる。 ここで、導電剤は、 力一ポンプラックに代表 される電子導電剤 と、四

級アンモニゥ厶塩化合物等のイオ ン導電剤 とに大別される。 これ らの導電剤

はそれぞれ、長所 と短所を有 している。

[0003] カーボンブラック等の電子導電剤 によつて導電化された導電層は、使用環

境 による電気抵抗値の変化が小さい。 また、電子導電剤は、導電層の表面に

プ リ一 ドし難いため、かかる導電層を具備する導電性部材が当接する部材、

例えば、電子写真感光体 （以下、 「感光体」 という）の表面を汚染する可能

性が少ない。 しか し、電子導電剤はバインダー樹脂中に均一に分散 させるこ

とが難 しく、導電層中で電子導電剤が凝集 しやすい。そのため、導電層に局

所的な電気抵抗値の厶ラが生 じる可能性がある。

[0004] —方、イオ ン導電剤 によって導電化された導電層は、電子導電剤 と比較 し

て、イオ ン導電剤がバインダー樹脂中に均一に分散 されるため、導電層に局

所的な抵抗ムラが生 じに くい。 しか し、イオ ン導電剤は、イオ ン伝導性能が

使用環境下におけるバインダ一樹脂中の水分量の影響 を受けやすい。そのた

め、イオ ン導電剤 により導電化された導電層は、低温低湿環境 （温度 1 5 °C

、相対湿度 1 0 % ) (以下、 「L / L 環境」 という場合がある）下では電気



抵抗値が上昇 し、高温高湿環境 （温度 3 0 °C、相対湿度 8 0 % ) (以下、 「

H / H環境」という場合がある）下では、電気抵抗値が低下する。すなわち

、電気抵抗値の環境依存性が大きいという課題を有する。

[0005] さらに、イオン導電剤で導電化された導電層を備えた導電性部材に、長時

間に亘つて直流電圧を印加 した場合、イオン導電剤を構成するカチオンとァ

二オンとが導電層中において分極 し、導電層中のイオン密度が低下して、導

電層の電気抵抗値が徐々に上昇する傾向があった。

[0006] 特許文献 1 には、電気抵抗の電圧依存性および環境依存性を抑えた電子写

真機器部材が開示されている。具体的には、分子構造中にスルホン酸基およ

びスルホン酸金属塩構造の少なくとも一方を有するバインダ一ポリマーと、

分子構造中にスルホン酸基を有する界面活性剤を用いて形成された界面活性

剤構造を有する導電性ポリマーとを含む半導電性組成物を用いて電子写真機

器部材を形成することが提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 4 _ 1 8 4 5 1 2 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0008] 導電性部材の一例として、電子写真装置において感光体 ドラムに当接 して

配置され、当該感光体 ドラムを帯電させる帯電ローラの場合、低温低湿環境

下においてバインダ一樹脂が高抵抗化すると、帯電不良が原因で横スジ状の

画像不良が発生する場合がある。

[0009] また、高温高湿環境下における帯電ローラの過度の低抵抗化は、ピンホー

ルリ一クを引き起こす可能性がある。ピンホールリークとは、感光体 ドラム

の感光層に欠陥部位があった場合、帯電ローラから過大な電流が集中し、感

光層の欠陥部位の周囲に帯電できない部分が生じる現象である。

[001 0] また、直流電圧 （D C 電圧）に交流電圧 （A C 電圧）を重畳 した電圧を帯



電 ローラに印加する方式である A C D C 帯電方式でイオ ン導電性帯電 口一

ラを使用 した場合、高温高湿環境下 におけるイオ ン導電性帯電 ローラの低抵

抗化 は過剰 の放電電流量 を生 じさせ る。 A C / D C 帯電方式は、環境 な どの

外的状況 に影響 され に くい優れた接触帯電方法であるが、 印加電圧が振動す

るため、 D C 帯電方式 に比べて放電電流量の総量が大 き くなる。 その結果、

D C 帯電 に比べて感光体 ドラムの劣化の速度 が著 しく大 き く、感光体 ドラム

の寿命 を短縮 し、 さ らに、窒素酸化物等の放電生成物起因の画像不良である

画像流れ を引 き起 こす。従 って、 A C / D C 帯電方式では放電電流量 をよ り

小 さ くする必要があるが、放電電流量が不十分であると、全面 にわた って微

小な黒点が斑点状 に生 じた電子写真画像 （以降、 「砂地画像」 ともい う）が

発生する場合がある。 このような砂地画像 を抑制 しつつ、前述の A C Z D C

帯電方式 における課題 を解決することは困難 であ った。特 に、高温高湿環境

下 においては、 イオ ン導電性帯電 ローラの低抵抗化 によって、砂地画像 を抑

制 するため に必要な放電電流量が過大 になる場合があ つた。

[001 1] 導 電性部材の別の一例 と して、感光体 ドラム上 に形成 した静電潜像 を 卜ナ

—像 と して可視化する際の 卜ナ一担持体である現像 口一ラも、低温低湿環境

下 における高抵抗化、並び に、高温高湿環境下 における過度 の低抵抗化が課

題 となる。現像 ローラが低温低湿環境下 にて高抵抗化 した場合、画像濃度 が

低下 して しまう場合がある。一方で、現像 ローラが高温高湿環境下 にて過度

に低抵抗化 した場合、 ピンホ一ル リ一 クが発生する場合がある。

[001 2] 導 電性部材の別の一例 と して、転写 ローラの場合 も同様 であ り、適正な抵

抗領域 を外れ ると、転写画像 の品位 に影響 を与 える場合がある。

[001 3] 特許文献 1 にかかる電子写真機器部材 について、本発明者 らが検討 した と

ころ、低温低湿環境下 におけるバ イ ンダ一樹脂 の柔軟性、高電気抵抗化の抑

制 については、未だ改善 の余地があるもの と認識 した。

[0014] そ こで、本発明は、多様 な使用環境 の下でも安定 した電気抵抗値 を示す電

子写真用の導電性部材の提供 に向けたものである。 また、本発明は、高品位

な電子写真画像 を長期 間に亘 つて安定的に形成可能な プロセス力一 卜リッジ



および電子写真装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 5] 本発明は、導電性の軸芯体と、導電層とを有する電子写真用の導電性部材

であって、該導電層は、分子内にイオン交換基としてスルホ基または第四級

アンモニゥ厶基を有するバインダ一樹脂 と、該イオン交換基とは逆極性のィ

オンとを含み、該バインダー樹脂は、化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 )

_ 2 で示される構造の群から選択される何れかの構造と、化学式 （2 ) -

〜化学式 （2 ) _ 3 で示される構造の群から選択される何れかの構造とを有

し、かつ、該バインダー樹脂は、該バインダー樹脂によるマ トリクス ドメ

ィン構造を該導電層中に生 じさせない分子構造を有するものであることを特

徴 とする導電性部材である。

[001 6] [ 化 1]

式 （1 )一1 式 （1 ) —2

一(CF2)m— 一(CF2—CF2— 0 )n—

[001 7 ] [ 化2]

式 （2) —1 式 （2) —2 式 （2) —3

- (CH - CH -0) p - — (CH2_ CHCH 3—0 )。一 一(CH2— CH2— CH2—CH2—0 )r—

[001 8 ] 但 し、式 （1 ) _ 1 中、 m は 2 以上 2 0 以下の整数を示 し、式 （1 ) _ 2

中、 n は 5 以上 5 0 以下の整数を示す。式 （2 ) _ 1 中、 p は 1 以上 2 5 以

下の整数を示 し、式 （2 ) _ 2 中、 q は 1 以上 1 5 以下の整数を示 し、式 （

2 ) _ 3 中、 r は 1 以上 1 2 以下の整数を示す。

[001 9] また、本発明は、電子写真装置の本体に着脱可能に構成されているプロセ

スカ一 卜リッジであって、前記のいずれかの導電性部材を具備 していること

を特徴 とするプロセス力一 卜リッジである。更に本発明は、前記のいずれか

の導電性部材を具備 していることを特徴 とする電子写真装置である。

発明の効果



[0020] 本発明によれば、電気抵抗値の環境依存性が低く、常に安定した電気抵抗

値を示す電子写真用の導電性部材を得ることができる。また、本発明によれ

ば、高品位な電子写真画像を長期間に亘つて安定的に形成することができる

プロセス力一 トリッジおよび電子写真装置を得ることができる。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図1A]本発明に係る導電性部材の一例を示す概略断面図である。

[図1B]本発明に係る導電性部材の一例を示す概略断面図である。

[図1C]本発明に係る導電性部材の一例を示す概略断面図である。

[図2]本発明に係るプロセス力一 卜リッジの一例を示す説明図である。

[図3]本発明に係る電子写真装置の一例を示す説明図である。

[図4A] 直流電流の通電による電気抵抗の変化冶具の一例を示す概略構成図で

ある。

[図4B] 直流電流の通電による電気抵抗の変化冶具の一例を示す概略構成図で

ある。

発明を実施するための形態
[0022] 本発明において 「マ トリクス . ドメイン構造」とは、バインダー樹脂を構

成する化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示されるフッ素原子を有

する構造と化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 で示されるアルキレン才キ

サイ ド構造とがそれぞれ偏在 して、いずれか一方の構造を含む相がマ 卜リク

スを構成 し、他方の構造を含む相が該マ 卜リクス中で ドメインを形成 してい

る構造を意味する。そして、本発明において、 「マ トリクス ' ドメイン構造

を生じさせない」とは、バインダー樹脂自体の分子構造によってマ トリクス

ドメイン構造が形成されないことを意味する。

[0023] 本発明に係る導電性部材は、導電性の軸芯体と、導電層とを有する電子写

真用の導電性部材であって、該導電層は、分子内にイオン交換基としてスル

ホ基または第四級アンモニゥ厶基を有するバインダ一樹脂と、該イオン交換

基とは逆極性のイオンとを含み、該バインダー樹脂は、化学式 （1 ) _ 1 ま

たは化学式 （1 ) _ 2 で示される構造の群から選択される何れかの構造と、



化学式 （2 ) _ 1〜化学式 （2 ) _ 3 で示される構造の群から選択される何

れかの構造とを有し、かつ、該バインダー樹脂は、該バインダー樹脂による

マトリクス ドメイン構造を該導電層中に生じさせない分子構造を有するも

のであることを特徴とする。

[0024] [化3]

式（1 〉 一1 式（1 )一2

~{CF 2)m - -(CF -CF -0) -

[0025] [化4]

式(2) 式（2 ) —2 式（2 ) —3

(CH - CH - 0 ) - 一(CH —CHCH3—0 )q_ —《CH2— CH2— CH2—CH2—0 )r -

[0026] 式 （1 ) _ 1中、mは2 以上 2 0 以下の整数を示し、式 （1 ) _ 2 中、 n

は5 以上 5 0 以下の整数を示す。式 （2 ) _ 1中、 p は 1以上 2 5 以下の整

数を示し、式 （2 ) _ 2 中、 q は 1以上 1 5 以下の整数を示し、式 （2 ) _

3 中、 r は 1以上 1 2 以下の整数を示す。

[0027] 本発明者等は、使用環境に依存せず電子写真用導電性部材の電気抵抗値を

最適化するためには、高温高湿環境下におけるバインダ一樹脂中の水分量を

低減し、過度の低抵抗化を抑制した上で、低温低湿環境下における高抵抗化

を如何に抑制できるかを検討する必要があると考えた。

[0028] 電気特性を示す導電率 σ は、以下の数式 1で表すことができる。

[0029] [数1]

(数式 1 ) σ = e d

[0030] ここで、 σ は導電率、 e はキャリアの電荷、 d はキャリア密度、 はキヤ

リア移動度を意味する。イオン伝導の場合のキャリアとは、ァニオンとカチ

オンが解離することでイオン化したイオン導電剤である。一般にイオン導電

剤は、第四級アンモニゥ厶基等のイオン交換基と、その反対極性のイオン （

例えば塩化物イオン）により形成され、両者がバインダ一樹脂中で移動する



ことによりィ才ン伝導性を示す。

[0031 ] バインダー樹脂中の水は、イオン導電剤のイオン解離を促進するため、数

式 1 中のキャリア密度 d を増加させる作用がある。さらに、バインダー樹脂

中に低粘度の水が存在することによりイオンの移動も容易となるため移動度

が増加する。つまり、使用環境によって導電性部材の電気抵抗値が大きく

変化する最大の要因は、バインダ一樹脂中の水分量の変化であると考えられ

る。

[0032] そこで、本発明者等は、使用環境に依存せず、電気抵抗値を最適化させる

検討を行った。その結果、本発明者等は、バインダ一樹脂の主鎖に、フッ素

含有構造とアルキレン才キサイ ド構造とが交互またはランダムに架橋された

構造を導入することが有効であることを見出した。即ち、フッ素含有構造の

疎水性によって高温高湿環境の水分量を低減 し、アルキレン才キサイ ド構造

のィ才ン解離促進作用と柔軟性によつて低温低湿環境におけるィ才ン伝導性

を向上できることを見出した。

[0033] [ フッ素含有構造]

すなわち、導電層が分子内にイオン交換基としてスルホ基または第四級ァ

ンモニゥ厶基を有するイオン導電性のバインダ一樹脂と、該イオン交換基と

は逆極性のイオンとを含み、該バインダー樹脂が、上記式 （1 ) _ 1 〜式 （

1 ) _ 2 で示される構造の群から選択される少なくとも一つの構造と、上記

式 （2 ) _ 1 〜式 （2 ) _ 3 で示される構造の群から選択される少なくとも

—つ構造とを有 し、かつ、導電層中にマ トリクス ドメイン構造を生じさせ

ない分子構造を有することで、電気抵抗率の環境変動をより確実に抑制 し得

ることを見出した。

[0034] 上記式 （1 ) _ 1 または式 （1 ) _ 2 で示されるようなフッ素原子を有す

る構造は、バインダー樹脂の疎水性を高めると考えられる。つまり、高温高

湿環境下において水分の吸収を抑制できるため、バインダ一樹脂の過度な低

抵抗化を抑制することができる。これは、高温高湿環境における、数式 1 中

のキヤリァ密度 d 、および移動度 を低減することに相当する。



[0035] また、上記式 （1 ) _ 1 または式 （1 ) _ 2 で示される構造は水だけでな

く、各種の液体に濡れにくく、接着 し難い特性も有するため、導電性部材の

最表面の導電層として使用 した場合、 卜ナ一や トナーの外添剤等の汚れの付

着を低減できるという観点で好ましい。

[0036] [ アルキレンオキサイ ド構造]

さらに、本発明者等の検討から、低温低湿環境下における高抵抗化を抑制

するためには、本発明に係るバインダー樹脂中に、上記式 （2 ) _ 1 〜式 （

2 ) _ 3 で示されるアルキレン才キサイ ド構造のいずれかが必要であること

を見出した。アルキレンオキサイ ド構造は、水と同様にイオンの解離を促進

する作用を有するため、バインダ一樹脂中の水分量が少ない低温低湿環境下

においても、バインダー樹脂の高抵抗化を抑制できると考えられる。これは

、低温低湿環境におけるキャリア密度 d が増加することに相当する。

[0037] さらに、式 （2 ) _ 1 〜式 （2 ) _ 3 で示されるアルキレンオキサイ ド構

造が柔軟な構造であることから、バインダ一樹脂の柔軟性が向上する。バイ

ンダ一樹脂の柔軟性が向上すると、バインダ一樹脂構造中の分子運動が活発

になり、イオンの移動性が大幅に向上する。イオンの移動性が上昇すれば、

バインダ一樹脂中の水分量が小さくイオンの解離が生 じ難い低温低湿環境下

においてもバインダ一樹脂の高抵抗化を抑制できると考えられる。これは、

低温低湿環境における移動度 を増大することに相当する。

[0038] さらに、式 （2 ) _ 2 及び式 （2 ) _ 3 で示される構造は柔軟性に優れた

構造である上に、比較的疎水性が高い構造であるため、バインダー樹脂の高

温高湿環境下における吸水性を低減 し、さらなる電気抵抗率の環境変動の改

善を期待できると考えられる。

[0039] [ イオン導電剤]

イオン伝導を発現させるためには、バインダ一樹脂がイオン導電成分を有

する必要がある。例えば、一般には低分子量のイオン導電剤を分散させる手

法がある。 しか しイオン導電剤を本発明のような疎水性の高いバインダ一樹

脂に分散させようとした場合、イオン導電剤が相分離 した形で導電層中に存



在することになり、導電層の電気抵抗値のムラの原因となる。さらに、一般

に極性の高いイオン導電剤は、バインダー樹脂に固定されていないと、バイ

ンダ一樹脂中でイオンが移動 し易いため、長期に亘る使用や放置により、ァ

二オンと力チオンに解離 し、それぞれが逆極性の方向の界面に偏在 しゃすい

。その結果、イオンの移動が無くなってバインダー樹脂が高抵抗化 したり、

ィ才ン導電剤が他部材へ滲み出したりするといつた問題を生じる。

[0040] —方でバインダー樹脂の分子内にイオン交換基としてスルホ基または第四

級アンモニゥ厶基を含有させ、かつ、導電層中にイオン交換基とは逆極性の

イオンとを含む分子構造を導入すれば、上記のようにァニオンと力チオンが

偏在 しない。さらに、イオン交換基が分子内の構造に固定され、その対とな

る逆極性のカウンタ一イオンのみがイオン伝導に寄与するため、他部材への

滲み出しが発生しない。

[0041 ] [ ドメイン]

さらに、本発明に係るバインダー樹脂は導電層中において、マ トリクス -

ドメイン構造を生じさせないような分子構造を有するものである。一般に、

マ トリクス ' ドメイン構造は、複数種の樹脂成分を混合 した場合において、

相溶性の低い樹脂が相分離することで生じる。

[0042] フッ素原子を有する構造とアルキレン才キサイ ド構造がそれぞれ偏在 して

バインダー樹脂中にマ トリクス ドメイン構造が形成されると、マ トリクス

とドメインとの界面においてイオンの移動が阻害され、本発明の効果を十分

に得ることができない。

[0043] 本発明に係るバインダ一樹脂において、当該バインダ一樹脂によるマ 卜リ

クス ドメイン構造が導電層中に形成されるのを防ぐためには、バインダー

樹脂を構成するフッ素含有構造およびアルキレン才キサイ ド構造中の繰り返

し単位数を小さくし、または、フッ素含有構造とアルキレンオキサイ ド構造

とを交互に結合させることが有効である。

[0044] < 導電性部材の構造>

以下、導電性部材の代表例としてローラ形状の導電性ローラ、帯電ローラ



または現像ローラ等によって、本発明を詳細に説明する。

[0045] 図 1 A ~ 1 C は本発明に係る導電性部材の一形態を示す概略図である。口

—ラ形状の導電性部材の構成は、例えば、図 1 A に示すように、導電性の軸

芯体 1 1 と、その外周に設けられた弾性層 1 2 とからなることができる。該

弾性層 1 2 は本発明に係るバインダ一樹脂を含む導電層である。導電性部材

はまた、図 1 B に示すように、弾性層 1 2 の表面に表面層 1 3 を形成しても

よい。この場合、弾性層 1 2 或いは表面層 1 3 の少なくとも何れかが本発明

に係るバインダ一樹脂からなる導電層であり、実質的に本発明の帯電部材の

電気抵抗率の制御を担っている。導電性部材は更に、図 1 C に示すように、

弾性層 1 2 と表面層 1 3 の間に中間層 1 4 を配置した3 層構造、或いは、中

間層 1 4 を複数配置した多層構成であってもよい。この場合、少なくともこ

れらの何れかの層が本発明に係るバインダ一樹脂からなる導電層であり、実

質的に本発明の帯電部材の電気抵抗率の制御を担っている。

[0046] < 導電性の軸芯体>

導電性の軸芯体としては、電子写真用導電性部材の分野で公知なものから

適宜選択して使用することができる。例えば炭素鋼合金表面に5 m程度の

厚さのニッケルメツキを施した円柱である。

[0047] < 導電層>

以下に、本発明に係る導電層を構成するフッ素含有構造、アルキレン才キ

サイド構造、フッ素含有構造とアルキレンオキサイド構造の連結構造、ィ才

ン交換基とその逆極性のイオン、本発明に係るバインダ一樹脂の製造方法に

ついて説明する。

[0048] [ フッ素含有構造]

バインダー樹脂の高温高湿環境下における過度な低抵抗化を抑制する手段

の一例として、分子主鎖中に化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示

される構造の群から選択される何れかの構造を有することが重要である。化

学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示されるようなフッ素原子を有す

る構造は、疎水性が高くなると考えられる。つまり、高温高湿環境下におい



て水分の吸収 を抑制できるため、バインダー樹脂中の水分量を低減 し、電気

抵抗値の過度な低抵抗化を抑制することができる。 これは、高温高湿環境 に

おける、数式 1 中のキヤ リァ密度 d および移動度 れを低減することに相当す

る。

[0049] さ らに、化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示される構造は水だ

けでな く、各種の液体に濡れに くく、接着 し難い特性 も有するため、導電性

部材の最表面の導電層 と して使用 した場合、 トナーや トナーの外添剤等の汚

れの付着 を低減できるという観点で好ま しい。

[0050] バインダ一樹脂 にフッ素含有構造を導入する方法の一例 と しては、化学式

( 1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示される構造の各々の両末端 に、 ダ リ

シジル基、 ヒ ドロキシル基、 カルボキシル基等の反応性官能基を有するフッ

素含有化合物 を原料 と して用いれば良い。その際、原料 と してのフッ素含有

構造の分子量の選択が重要である。

[0051 ] バインダ一樹脂中のC F 2構造の繰 り返 し数は、疎水性および柔軟性 を発現

させる量に設定することが必要である。化学式 （1 ) _ 1 で示される構造に

おいてC F 2構造の繰 り返 し数 mが小さすぎると疎水性が発現 しない。逆にC

F 2構造の繰 り返 し数 mが大 きすぎると、 C _ F 結合は剛直な分子鎖 を形成 し

やす く、柔軟性が失われ、導電性が低下する可能性がある。化学式 （1 ) _

2 で示される構造においては、繰 り返 し数 n が大 きすぎると吸水性が上昇 し

、バインダ一樹脂中の水分量が増加 して しまうため、高温高湿環境下で過度

に低抵抗化を招 く可能性がある。 また、結晶化が起 こり、 ドメインを形成 し

やす くなる。従 って、化学式 （1 ) _ 1 中、 mが 2 以上 2 0 以下、化学式 （

1 ) _ 2 中、 n が 5 以上 5 0 以下であることが好ま しい。 より好ま しくは、

化学式 （1 ) _ 1 中、 mが 6 以上 8 以下、化学式 （1 ) _ 2 中、 n が 1 0 以

上 1 5 以下である。

[0052] 本発明に係 るバインダ一樹脂中のC F 2構造の含有量は、高温高湿環境下に

おける水分量を抑制するために、バインダ一樹脂の全質量に対 して 2 0 質量

%以上であることが好ま しい。 また、導電性 ローラの表面 自由エネルギーが



低 くなるため、表面層としての使用を考慮すると、 卜ナ一や トナーの外添剤

等の異物の付着を低減できるため、 3 0 質量％以上であることがより好まし

い。

[0053] 本発明の導電層は、本発明の効果を損なわない範囲で、本発明のバインダ

—樹脂の他に、粗 し粒子、充填剤、軟化剤等を添加 しても構わない。バイン

ダ一樹脂の含有量は、導電層に対 して、 2 0 質量％以上であることが好まし

し、。より具体的には、該バインダー樹脂に対 して4 0 質量％以上であること

が好ましい。導電層中でバインダー樹脂が、連続相を形成することによって

ィ才 ン導電性を示すが、バインダ一樹脂の含有量を4 0 質量％以上 にするこ

とで、連続相を形成 し易くなるためである。

[0054] [ アルキレンオキサイ ド構造]

低温低湿環境下における高抵抗化を抑制するためには、バインダ一樹脂の

構造中に、アルキレンオキサイ ド構造が必要である。アルキレンオキサイ ド

構造は、水と同様にイオンの解離を促進する効果があるため、バインダー樹

脂中の水分量が少ない条件においても、低温低湿環境下におけるバインダ一

樹脂の高抵抗化を抑制できると考えられる。これは、低温低湿環境における

キャリア密度 d が増加することに相当する。

[0055] さらに、アルキレンオキサイ ド構造が柔軟な構造であることから、バイン

ダ一樹脂の柔軟性が向上する。バインダ一樹脂の柔軟性が向上すると、バイ

ンダ一樹脂構造中の分子運動が活発になり、イオンの移動性が大幅に向上す

る。イオンの移動性が上昇すれば、バインダー樹脂中の水分量が少なくてィ

オンの解離が生 じ難い低温低湿環境下においてもバインダ一樹脂の高抵抗化

を抑制できると考えられる。これは、低温低湿環境における移動度 が増大

することに相当する。

[0056] アルキレンオキサイ ドとして、具体的には、エチレンオキサイ ド （E O )

、プロピレンオキサイ ド、プチレンオキサイ ド、 —才レフインオキサイ ド

等が挙げられ、必要に応 じて 1種または 2 種以上用いることができる。ィ才

ン解離の観点において、上記アルキレンオキサイ ドの中でも、特に、化学式



( 2 ) _ 1 で示されるエチレンオキサイ ド （E O ) を用いた場合に低温低湿

環境下における高抵抗化の抑制が可能となる。 しか しながら、エチレン才キ

サイ ド （E O ) は、他のアルキレン才キサイ ドと比較 して親水性が非常に高

いため、エチレンオキサイ ド （E O ) の導入量が多い場合は、高温高湿環境

下におけるバインダ一樹脂の含水率が上昇する。

[0057] 以上の理由から、バインダー樹脂中におけるエチレンオキサイ ド （E O )

の含有量は、 3 0 質量％以下の範囲であることが好ましい。 3 0 質量％以下

にすることで、高温高湿環境下におけるバインダ一樹脂の過度な低抵抗化を

防ぐことができ、低抵抗化由来のリークによる異常放電の発生を抑制するこ

とができる。本発明者等の検討より、バインダー樹脂中のエチレン才キサイ

ド構造の含有量が 3 0 質量％を超えると、低温低湿環境におけるバインダ一

樹脂の電気抵抗値が大きく変化する傾向が確認された。これは、バインダー

樹脂中においてエチレン才キサイ ドが連続相を形成するためであると考えて

いる。

[0058] アルキレンオキサイ ドとして、化学式 （2 ) _ 2 で示されるプロピレン才

キサイ ド、或いは化学式 （2 ) _ 3 で示されるプチレン才キサイ ドを用いて

もよい。これらの構造を用いても、バインダー樹脂のイオン解離性と柔軟性

を向上させることができるため、低温低湿環境下におけるバインダ一樹脂の

高抵抗化を抑制できる。また、これらの構造はエチレンオキサイ ドほど親水

性が大きくないため、バインダー樹脂中の含有量が多くとも、高温高湿環境

下でのバインダ一樹脂の水分量が大きく増大せず、低抵抗化を抑制できる。

特に、プチレンオキサイ ド構造は、プロピレンオキサイ ド構造と比較 し、疎

水性が高く、かつ、バインダー樹脂の柔軟化にも寄与するため、好適である

[0059] バインダー樹脂中に導入するアルキレン才キサイ ド構造としては、低温低

湿環境の高抵抗化を抑制するには、エチレン才キサイ ド構造が好適であり、

電気抵抗値の使用環境依存性を改良するには、プロピレン才キサイ ドおよび

プチレンオキサイ ドが好適である。



[0060] 本発明に係 るバインダー樹脂 にアルキ レン才キサイ ドを導入する方法の一

例 と しては、前記化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 で示される構造の各

々の両末端 に、 グ リシジル基、 アミノ基、 ヒ ドロキシル基、 メルカプ ト基、

イソシァネ一 卜基等の反応性官能基を有するアルキ レン才キサイ ド化合物 を

原料 と して用いれば良い。その際、原料 と してのアルキ レンオキサイ ド構造

の分子量の選択が重要である。単位ユニ ッ トの連結数 を示す化学式 （2 ) -

1 〜化学式 （2 ) _ 3 中の p 、 q 、 r の値 を大 きくすれば架橋点間の分子間

距離が広が り、その結果、バインダ一樹脂の疎水性、柔軟性が向上 し、電気

抵抗率の環境依存性 をより一層軽減することができる。

[0061 ] —方で、化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 中で示される構造の p 、 q

、 r の値 を大 きくしすぎると、 アルキ レンオキサイ ド構造の結晶化が起 こり

、マ トリクス ' ドメイン構造を形成 しやす くなる。特 に化学式 （2 ) _ 1 で

示される構造の化合物の場合は顕著である。 また、架橋反応に寄与する反応

性官能基が減少することにより架橋反応が起 こり難 くな り、バインダ一樹脂

の製造後 に、未反応の原料が増加する恐れがある。以上のような理由か ら化

学式 （2 ) _ 1 中、 p は 1 以上 2 5 以下、化学式 （2 ) _ 2 中、 q は 1 以上

5 以下、化学式 （2 ) _ 3 中、 r は 1 以上 1 2 以下にすることが好ま しい

[0062] バインダー樹脂中におけるアルキ レンオキサイ ドの含有量 と しては、 5 質

量 0/ 0以上 8 0 質量 0/ 0以下であることが好ま しい。 より具体的には、 1 0 質量

%以上 6 0 質量％以下であることが好ま しい。含有量が 1 0 質量％以上の場

合には、低温低湿環境下にて低抵抗化させることができる。含有量が 6 0 質

量％以下の場合には、高温高湿環境下における過度な低抵抗化を防 ぐことが

できる。なお、 ここでいうアルキ レンオキサイ ドの含有量 とは、 プロピレン

オキサイ ド、 プチ レンオキサイ ド、エチ レンオキサイ ド等の全てのアルキ レ

ン才キサイ ドの合計量である。

[0063] バインダ一樹脂中のアルキ レン才キサイ ド構造の種類及び含有量について

は、導電層の一部 を切 り出 し、エタノール等の溶剤 を用い抽出作業 を行い、



得 られた抽出残渣に対 して、固体 1 3 C _ N M R測定を用い、 ピーク位置と強

度比の解析により算出できる。さらに、赤外分光 （I R ) 分析により分子構

造の同定を行い、 N M R測定の結果と組み合わせることで、アルキレン才キ

サイ ドの定量はより容易となる。

[0064] [ 連結基]

本発明に係るバインダー樹脂は、前記化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1

) _ 2 で示される構造の群から選択される何れかの構造と、前記化学式 （2

) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 で示される構造の群から選択される何れかの構造

とが、下記化学式 （3 ) _ 1 〜化学式 （3 ) _ 6 で示される構造の群から選

択される少なくとも 1 つの構造を含む連結基で連結されてなる構造を含むこ

とが好ましい。

[0065] [ 化5]

式 （3 ) —1 式 （3 ) —2 式 （3 ) - 3

式 <3 ) - 4 式 （3 ) - 5 式 （3 )

—— 0— CH2-CH ~ —— S—— CH2-CH ~ —— 0 - NH~

OH OH

[0066] 上記連結部の構造は、フッ素含有構造を有する化合物とアルキレン才キサ

イ ド構造を有する化合物とを、化学式 （3 ) _ 1 〜化学式 （3 ) _ 5 で示さ

れるエポキシ結合あるいは化学式 （3 ) _ 6 で示されるウレタン結合を介 し

て三次元架橋を形成させることによって製造することができる。これらの連

結部の構造は極性が大きい構造であるため、バインダ一樹脂中のイオン交換

基の解離を促進する働きがあるからである。

[0067] また本発明に係るバインダー樹脂は、前記化学式 （1 ) _ 1 または化学式

( 1 ) _ 2 で示される構造の群から選択される何れかの構造と、前記化学式

( 2 ) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 で示される構造の群から選択される何れかの



構造とが、少なくとも下記化学式 （4 ) _ 1 〜化学式 （4 ) _ 3 で示される

群から選択される何れかの構造を含む連結基で連結されてなる構造を含むこ

とが好ましい。イオン交換基がこれらの分子構造を介 して導入された場合は

、イオン交換基周辺の極性基がイオンの解離を促進するため、 L / L 環境下

における電気抵抗値をさらに低下させることができるからである。

[0068] [ 化6]

式 （4 ) - 1 式 （4 ) - 2

X ― Α, — 0一 C H

o
式 （4 ) —3 2

A 一 O一 C- -NH-

—— H—C— O— A —X；—— A —— O一 C— H

o
I I

o
I I

[0069] 上式中、 A A eは 2 価の有機基を示 し、 X ，~ X 3は前記イオン交換基を

示す。

[0070] [ ドメインを生じさせないような分子構造]

さらに、本発明に係るバインダー樹脂はマ トリクス ドメイン構造を生じ

させないような分子構造を有する。

[0071 ] 本発明においては、フッ素含有構造とアルキレンオキサイ ド構造がそれぞ

れ偏在 してバインダー樹脂にマ トリクス ドメイン構造が生じると、マ トリ

クスとドメインとの界面においてイオンの移動が阻害され、本発明の効果を

十分に得ることはできない。

[0072] バインダー樹脂にマ トリクス ドメイン構造を生じさせないためには、フ

ッ素含有構造およびアルキレン才キサイ ド構造中連結数を小さくしたり、フ

ッ素含有構造とアルキレン才キサイ ド構造とを交互に結合させたりすればよ

し、。なお、導電層中で本発明に係るバインダー樹脂自体が連続相を形成 して

いればよく、導電層に本発明の効果を損なわない範囲で添加 した他の樹脂や



充填剤、粒子等が本発明に係るバインダ一樹脂と海島構造を形成することは

許容される。

[0073] バインダ一樹脂によるマ 卜リクス ドメイン構造の有無は、透過型電子顕

微鏡 （T E M ) と走査型電子顕微鏡 （S E M —E D X ) を用いて確認するこ

とができる。具体的には、導電層から切 り出したサンプルを常温硬化型のェ

ポキシ樹脂に包埋、硬化させた後、ミクロ 卜一厶を用いて厚さ 1 0 0 ~ 3 0

0 n mの薄膜状に加工 して観察用試料を作製する。次に、 T E M を用いて観

察用試料を 1 0 0 0 0 倍で写真撮影 し、得 られた写真に連続相が形成されて

いる部分をマ一キングする。続いて、 S E M _ E D X で観察用試料の元素分

析を行い、上記マ一キング部分が本発明に係るバインダ一樹脂であることが

確認できればよい。

[0074] [ イオン交換基]

本発明に係るイオン交換基とは、イオン解離性を有する官能基であり、本

発明に係るバインダ一樹脂の分子鎖に共有結合を介 して結合されている。本

発明に係るイオン交換基は、イオン解離性能の高い、スルホ基または四級ァ

ンモニゥ厶基のいずれかである。イオン交換基がバインダ一樹脂に共有結合

されていることによって、イオン導電剤の滲み出しや、長時間の通電耐久性

に対 して有利になる。

[0075] イオン交換基はバインダー樹脂の主鎖中に導入することもでき、分子末端

に導入することもできる。バインダ一樹脂の主鎖中にイオン交換基を導入す

る場合は、例えば、前記化学式 （4 ) _ 1 〜化学式 （4 ) _ 3 で示される構

造のいずれかを有することが好ましい。分子末端に導入する場合は、例えば

、下記化学式 （5 ) _ 1 〜化学式 （5 ) _ 5 で示される構造のいずれかを有

することが好ましい。イオン交換基がこれらの分子構造を介 して導入された

場合は、イオン交換基周辺の極性基がイオンの解離を促進するため、低温低

湿環境下における電気抵抗値をさらに低下させることができる。また、低温

低湿環境下における高抵抗化を抑制する観点から、イオン交換基はバインダ

—樹脂の分子末端に導入することが好ましい。イオン交換基が主鎖中に導入



されたる場合と比較 し、分子末端に導入された場合は、イオン交換基の分子

運動性が上がるためであると考えられる。

[0076] [ 化7]

式 （5) 式 （5 ) - 2 式 （5 ) - 3

式 （5 ) - 式 （5 ) _ 5

― A-I0— 7 —— H— —— H—A X8

o
I I

[0077] 但 し、上式中、 A 7 ~ A ，，は 2 価の有機基を示 し、 X 4 ~ X 8は前記イオン交

換 を示す。

[0078] [ ィ才ン交換基と逆極性のィ才ン]

本発明に係る導電層は前記イオン交換基の極性と逆極性のイオン （以下 「

カウンタ一イオン」という）を含有する。

[0079] イオン交換基がスルホ基の場合、カウンタ一イオンとしては、例えば、以

下の正イオンが挙げられる。プロトン、 リチウムイオン、ナ トリウムイオン

、カリウムイオン等のアルカリ金属イオン、イミダゾリゥ厶化合物イオン、

ピロリジニゥ厶化合物イオン、第四級アンモニゥ厶化合物イオン等。

[0080] イオン交換基が第四級アンモニゥ厶基の場合、カウンタ一イオンとしては

、例えば、以下の負イオンが挙げられる。フッ化物イオン、塩化物イオン、

臭化物イオン、ヨウ化物イオン等のハロゲン化物イオン等、過塩素酸イオン

、スルホン酸化合物イオン、 リン酸化合物イオン、ホウ酸化合物イオン、ス

ルホニルイミドイオン等。

[0081 ] 本発明に係る導電層は、低温低湿環境下における高抵抗化の抑制を達成で

きることが好ましいため、カウンタ一イオンとしては、上述のイオン種の中

でも、スルホ二ルイミドイオン、イミダゾリウ厶イオン、ピロリジニゥ厶ィ

オンであることが好ましい。これらのカウンタ一イオンとイオン交換基の組



み合わせは、イオン液体の性質を示すため、バインダー樹脂中の水分量が少

ない状態においても液体として存在 し、バインダー樹脂中を移動できる。よ

つて、低温低湿環境下における高抵抗化を改善できる点において好適である

。ここで、イオン液体とは、融点が 1 0 0 度以下である溶融塩を示す。さら

に、スルホ二ルイミ ドイオンは疎水性が高いため、一般的な親水性の高いィ

オンと比較 し、本発明に係るバインダー樹脂との親和性が高くなり易い。そ

の結果、バインダー樹脂と均一に分散 し、分散ムラに起因する電気抵抗値の

ムラをより低減できる点において好適である。

[0082] スルホ二ルイミ ドイオンとして、具体的には、以下のものが挙げられるが

、これらに限られない。 ビス （トリフル才ロメタンスルホニル）イミ ド、 ビ

ス （ペンタフル才ロメタンスルホニル）イミ ド、 ビス （ノナフル才ロプタン

スルホニル）イミ ド、シクロ一へキサフル才ロプロパン一 1，3 _ ビス （ス

ルホニル）ィミ ド等。

[0083] 導電層中におけるカウンタ一イオンの存在は、イオン交換反応を利用 した

抽出実験により検証できる。イオン導電性樹脂を塩酸、或いは水酸化ナ トリ

ゥ厶の希薄水溶液中で攪拌 し、ィ才ン導電性樹脂中のイオンを水溶液中に抽

出する。抽出後の水溶液を乾燥 し、抽出物を回収後、飛行時間型質量分析装

置 （T O F —M S ) にて質量分析を行うことでイオンの同定が可能である。

さらに、抽出物の誘導結合プラズマ （I C P ) 発光分析により元素分析を行

し、、質量分析の結果と組み合わせることで、本発明に係るイオンの同定はよ

り容易となる。

[0084] < バインダー樹脂の製造方法>

本発明に係るイオン導電性のバインダー樹脂は、例えば、以下の原料 （1

) 及び （2 ) を用い、以下の方法で製造することができる。

[0085] ( 1 ) 原料としてのイオン導電剤

本発明の原料としてのイオン導電剤は、バインダ一樹脂と反応する反応性

官能基と、第四級アンモニゥ厶基、或いはスルホン酸基のいずれかのイオン

交換基を有するイオン導電剤である。カウンタ一イオンとしては、イオン交



換反応により所望のイオンを導入できる。なお、反応性官能基としては、ハ

ロゲン原子 （フッ素，塩素，臭素およびヨウ素原子）、カルボキシル基、酸

無水物等の酸基、水酸基、アミノ基、メルカプ ト基、アルコキシル基、 ビニ

ル基、グリシジル基、エポキシ基、二 トリル基、力ルバモイル基等が挙げら

れ、原料としてのバインダー樹脂と反応する限りにおいて、いずれを用いて

もかまわない。

[0086] カウンタ一イオンは、所望の化学構造を有するイオンの塩と、反応性官能

基を有するイオン導電剤とのイオン交換反応を利用 して製造できる。例えば

、前記イオンの塩として、 リチウムビス （トリフル才ロメタンスルホニル）

イミ ド、反応性官能基を有するイオン導電剤として、グリシジル 卜リメチル

アンモニゥ厶クロライ ドを用いる場合、まず、それぞれを精製水に溶解する

。これら2 つの水溶液を、混合攪拌すると、イオン交換反応により、イオン

交換性の高い塩化物イオンがビス （トリフル才ロメタンスルホニル）イミ ド

イオンと置換される。この場合、生成 したグリシジル 卜リメチルアンモニゥ

厶 - ビス （トリフル才ロメタンスルホニル）イミ ドは疎水性を示すイオン液

体であるのため、副生成物である水溶性のリチウムクロライ ドを容易に除去

できる。上述の方法で得 られた反応性ィ才ン導電剤が親水性の場合において

も、クロ口ホルム、ジクロロメタン、ジクロロェタン、メチルイソプチルケ

トン等の溶剤を選択することにより副生成物を容易に除去できる。以上のよ

うにして、本発明の原料としてのイオン導電剤を製造できる。

[0087] ( 2 ) 原料としてのバインダー樹脂

原料としてのバインダ一樹脂は、前述のイオン導電剤に含まれる反応性官

能基と反応する限りにおいて特に制限はなく、ポリグリシジル化合物、ポリ

ァミン化合物、ポリカルボキシ化合物、ポリィソシァネ一 卜化合物、多価ァ

ル コ一ル化合物、ポリイソシァネ一 卜化合物、フヱノ一ル化合物、 ビニル化

合物等、反応性官能基を2 個以上有する化合物、化合物単独で重合性を有す

る化合物等が挙げられるが、これらに限られない。

[0088] ( 3 ) 本発明に係るバインダ一樹脂の製造



上述の原料 と してのイオ ン導電剤、原料 と してのバインダ一樹脂 とを反応

させることで本発明に係 るバインダ一樹脂 を製造可能である。原料 と しての

バインダー樹脂 1 0 0 質量部 に対 して、イオ ン導電剤 を 0 . 5 質量部以上 2

0 質量部以下の割合で配合することが好ま しい。配合量が 0 . 5 質量部以上

の場合には、導電剤添加による導電性の付与効果を容易に得 ることができる

。 2 0 質量部以下の場合には、電気抵抗値の環境依存性 を低減 させることが

できる。

[0089] 尚、イオ ン交換基 と反対極性イオ ンの導入方法は、上述の方法だけでな く

、例えば、 プロ トンやハ ロゲンイオ ンを有するイオ ン導電剤 を用いてバイン

ダ一を製造 した後 に、イオ ン交換 により本発明に係 るイオ ンに置換 してもか

まわない。

[0090] イオ ン交換基が、バインダ一樹脂 に共有結合を介 して結合されているか否

かについては、以下の方法で確認できる。導電層の一部 を切 り出 し、ェタノ

—ル等の溶剤 を用い抽出作業 を行い、得 られた抽出物 と、抽出残渣に対 して

、赤外分光 （I R ) 分析 を行 うことでイオ ン交換基の結合の有無を確認でき

る。同様 に、得 られた抽出物 と、抽出残渣に対 して、固体 1 3 C — N M R測定

と、飛行時間型質量分析装置 （T O F —M S ) を用いた質量分析 を行 うこと

で、イオ ン交換基を含めた分子構造の同定が可能 となる。

[0091 ] < 他の成分>

本発明に係 る導電層は、本発明の効果を損なわない範囲で、樹脂の配合剤

と して一般的に用い られている充填剤、軟化剤、加工助剤、粘着付与剤、粘

着防止剤、分散剤、発泡剤等を添加することができる。

[0092] [ 各層の電気抵抗値 ]

本発明に係 る導電性部材を形成する各層の電気抵抗値の目安 と しては、そ

れぞれ 1 X 1 0 3 Ω c m 以上 1 X 1 0 9 Ω c m 以下である。なかでも、本

発明に係 る導電層の電気抵抗値は、 1 X 1 0 5 Ω c m 以上 1 X 1 0 8 Ω c

m 以下にすることが好ま しい。

[0093] 本発明に係 る導電層の電気抵抗値 を 1 X 0 Ω c m 以上に した場合、本



発明の導電性部材を形成するその他の層の電気抵抗値が 1 X 1 0 3 Ω c m以

上 1 X 1 0 9 Ω c m 以下であれば、 リークによる異常放電の発生を抑制でき

る。本発明に係 る導電層の電気抵抗値 を 1 X 0 8 Ω c m 以下に した場合、

本発明の導電性部材を形成するその他の層の電気抵抗値が 1 X 1 0 3 Ω c m

以上 1 X 0 9 Ω c m 以下であれば、電気抵抗の不足による画像弊害の発生

を抑制できる。

[0094] [ 弾性層の材料 ]

本発明に係 る導電層を図 1 B に示すような表面層 1 3 と して用いた場合、

弾性層 1 2 を形成するゴム成分 と しては、特 に限定されるものではな く、電

子写真用導電性部材の分野において公知のゴムを用いることができる。具体

的には、ェ ピクロル ヒ ドリンホモポ リマ一、ェ ピクロル ヒ ドリン一エチ レン

才キサイ ド共重合体、ェ ピクロル ヒ ドリン一エチ レン才キサイ ド一ァ リル グ

リシジルエーテル 3 元共重合体、 ァク リロニ 卜リル —ブタジエン共重合体、

ァク リロ二 トリル —プタジェン共重合体の水素添加物、シ リコーンゴム、 ァ

ク リル ゴム及びウレタンゴム等が挙げられる。

[0095] また前記 ゴム成分の電気抵抗値の目安は、 1 X 0 3 Ω c m以上 1 X 0

9 Ω c m 以下であるが、電気抵抗値 を 1 X 1 0 4 Ω c m 以上 1 X 1 0 8 Ω

c m以下に した場合に効果がある。 1 X 1 0 5 Ω c m以上にすることで リ一

クによる異常放電の発生を抑制でき、 1 X 0 Ω c m 以下にすることで電

気抵抗の不足による画像弊害の発生を抑制できる。

[0096] [ 表面層の材料 ]

本発明に係 る導電層を図 1 B に示すような弾性層 1 2 と してまたは図 1 C

に示すような中間層 1 4 と して用いた場合、表面層 1 3 を形成する材料 と し

ては、電子写真用導電性部材の分野において公知の樹脂 を用いることができ

る。具体的には、 アク リル樹脂、ポ リウレタン、ポ リアミ ド、ポ リエステル

、ポ リオ レフイン及びシ リコーン樹脂等が挙げられる。上記表面層を形成す

る樹脂 に対 して、必要に応 じて、 力一ポンプラック、 グラフアイ ト、及び酸

化錫等の導電性 を有する酸化物、銅、銀等の金属、酸化物や金属を粒子表面



に被覆 して導電性を付与 した導電性粒子、第四級アンモニゥ厶塩等のイオン

交換性能を有するイオン導電剤を用いてもかまわない。

[0097] < プロセス力一 トリッジおよび電子写真装置>

本発明に係る導電性部材は、例えば、感光体 ドラム等の被帯電部材に当接

して当該被帯電体を帯電させるための帯電部材として好適に用い得る。また

、他の一例としては、感光体 ドラム等の被帯電部材の静電潜像を トナー像と

して可視化する際の 卜ナ一担持体である現像部材として好適に用い得る。ま

た、別の一例としては、感光体 ドラム上の 卜ナ一像を転写材に転写する転写

部材として好適に用い得る。

[0098] さらに、像担持体と帯電部材とを有 し、電子写真装置本体に対 して着脱可

能に構成されてなるプロセス力一 卜リッジにおいて、当該帯電部材ゃ当該現

像部材として、本発明に係る導電性部材を好適に用い得る。さらには、感光

体 ドラム上の 卜ナ一像を転写部材によって転写する機構を有する電子写真装

置において、当該転写部材として本発明に係る導電性部材を好適に用い得る

[0099] なお、本発明に係る導電性部材は、帯電部材、現像部材、転写部材以外に

、除電部材や、給紙口一ラ等の搬送部材としても使用可能である。

[01 00] 図 2 は本発明に係る電子写真用導電性部材を適用 したプロセス力一 卜リツ

ジの概略断面図である。プロセス力一 卜リッジは、現像装置と帯電装置のい

ずれか一つ以上から成るものである。現像装置とは、少なくとも現像ローラ

2 3 、 卜ナ一供給ローラ2 4 、 卜ナ一 2 9 、現像プレー ド2 8 、 卜ナ一容器

2 6 、撹拌羽 2 1 0 、廃 卜ナ一容器 2 7 を一体化 したものである。帯電装置

とは、感光体 ドラム 2 1、クリーニングプレー ド2 5 、帯電ローラ2 2 を少

なくとも一体化 したものである。帯電ローラ2 2 、現像ローラ2 3 、 卜ナ一

供給ローラ2 4 、現像プレー ド2 8 は、それぞれ電圧が印加されるようにな

つている。

[01 0 1 ] 本発明の帯電ローラの一例を備える電子写真画像形成装置を、図 3 の概略

構成図に示す。この電子写真画像形成装置は、例えば、ブラック、マゼンダ



、 イエ ロ一、 シアンの各色 トナーに、図 2 に示すプロセス力一 卜リッジが設

け られ、 このプロセス力一 卜リツジが着脱可能 に装着 された力ラ一画像形成

装置である。

[01 02] プロセス力一 卜リッジは、現像装置 と帯電装置のいずれか一つ以上か ら成

るものである。現像装置 とは、少な くとも現像 ローラ 3 3 、 卜ナ一供給 口一

ラ 3 4 、 卜ナ一 3 9 、現像 プ レー ド3 8 、 卜ナ一容器 3 6 、撹拌羽 3 1 0 、

廃 卜ナ一容器 3 7 を一体化 したものである。帯電装置 とは、感光体 ドラム 3

1 、 ク リーニ ングプ レー ド3 5 、帯電 ローラ 3 2 を少な くとも一体化 したも

のである。帯電 ローラ 3 2 、現像 ローラ 3 3 、 卜ナ一供給 ローラ 3 4 、現像

プ レー ド3 8 は、 それぞれ電圧が印加 されるようにな っている。

[01 03] 感光体 ドラム 3 は矢印方向に回転 し、帯電バイアス電源か ら電圧が印加

された帯電 ローラ 3 2 によって一様 に帯電され、露光光 3 1 1 によ り、 その

表面 に静電潜像が形成 される。上記静電潜像 は、感光体 ドラム 3 に対 して

接触配置 される現像 ローラ 3 3 によって搬送 される 卜ナ一 3 9 が付与 されて

現像 され、 卜ナ一像 と して可視化 される。可視化 された感光体上の 卜ナ一像

は、一次転写バイアス電源 によ り電圧が印加 された一次転写 ローラ 3 2 に

よって、 中間転写ベル ト3 5 に転写 される。各色の 卜ナ一像が順次重畳 さ

れて、 中間転写ベル ト上 にカラ一像が形成 される。転写材 3 9 は、給紙 口

—ラによ り装置内に給紙 され、テ ンシ ョンローラ 3 3 と二次転写対向 口一

ラ 3 4 とによ りバ ックアップされている中間転写ベル 3 5 と二次転写 口

—ラ 3 6 の間に搬送 される。二次転写 ローラ 3 6 は、二次転写バイアス

電源か ら電圧が印加 され、 中間転写ベル ト3 1 5 上のカラ一像 を、転写材 3

9 を介 して印加 して、 カラ一像 を紙上 に転写するカラ一像が転写 された転

写材 3 9 は、定着装置 3 8 によ り定着処理 され、装置外 に排 出され プ リ

ン 卜動作が終 了する。一方、転写 されずに感光体上 に残存 した トナーは、感

光体表面 をク リ一ニ ングプ レ一 ド3 5 によ り搔 き取 られ廃 卜ナ一収容容器 3

7 に収納 され、 ク リーニ ングされた感光体 ドラム 3 は上述工程 を繰 り返 し

行 う。 また転写 されずに一次転写ベル 卜上 に残存 した トナーも中間転写ベル



トク リーナ 3 1 7 によ り搔 き取 られる。

実施例

[01 04] 以下、実施例 によ り本発明を具体的に説明する。 尚、実施例 5 9 は、図 1

C で示 される軸芯体の外周 に弾性層、 中間層 （本発明の導電層）及び表面層

(保護層）が こ の 順 に設 け られた導電部材 に関 し、実施例 6 5 は、図 1 A で

示 される、軸芯体の外周 に本発明の導電層が設 け られた導電部材 に関する。

これ ら以外の実施例及び比較例 は、図 1 B で示 される軸芯体の外周 に弾性層

と表面層 （本発明の導電層）が こ の 順 に設 け られた導電性部材 に関する。

[01 05] 実施例 に先立ち、先ず、 1 . 未加硫 ゴム組成物の調製、 2 . 弾性 ローラの

作製、 3 . イオ ン導電剤の準備、及び、 4 . 塗工液の調製 について説明する

[01 06] < 1 . 未加硫 ゴム組成物の調製 >

下記の表 1 に示す種類 と量の各材料 を加圧式 二 一 ダ一で混合 して 「A 練 り

ゴム組成物 1 」を得た。 さ らに、 こ の A 練 りゴム組成物 1 6 6 質量部 と下記

表 2 に示す種類 と量の各材料 を才一プン口一ル にて混合 し 「未加硫 ゴム組成

物 1 」を調製 した。

[01 07] [ 表 1]

表 1

[01 08]



[ 表 2 ]

表 2

[01 09] < 2 . 弾性 ローラの作製 >

炭素鋼合金表面 に無電解ニ ッケル メツキ処理 によって 5 m 程度の厚 さの

ニ ッケル メツキを施 した全長 2 5 2 m m、外径 6 m m の円柱状の棒 を用意 し

た。次 に前記円柱状の棒の両端部 1 1 m m ずつを除 く2 3 0 m m の範囲に全

周 にわた って、接着剤 を塗布 した。接着剤 は、導電性のホ ッ トメル トタイプ

のものを使用 した。 また、塗布 には口一ル コ一タ一を使用 した。本製造例 に

おいて、前記接着剤 を塗布 した円柱状の棒 を導電性の軸芯体 と して使用 した

[01 10] 次 に、導電性の軸芯体の供給機構、未加硫 ゴム ローラの排出機構 を有する

クロスヘ ッ ド押出機 を用意 し、 クロスヘ ッ ドには内径 1 2 . 5 m m のダイス

を取付 け、押 出機 とクロスヘ ッ ドを 8 0 °C に、導電性の軸芯体の搬送速度 を

6 O m m s e c に調整 した。 こ の 条件で、押 出機 よ り未加硫 ゴム組成物 を

供給 して、 クロスへ ッ ド内にて導電性の軸芯体 に未加硫 ゴム組成物 を弾性層

と して被覆 し、 「未加硫 ゴム ローラ」を得た。次 に、 1 7 0 °C の熱風加硫炉

中に前記未加硫 ゴム ローラを投入 し、 6 0 分間加熱することで 「加硫 ゴム 口

—ラ」を得た。 その後、弾性層の端部 を切除、除去 した。最後 に、弾性層の

表面 を回転砥石で研磨 した。 これによつて、 中央部か ら両端部側へ各 9 0 m

m の位置 における各直径が 8 . 4 m m、 中央部直径が 8 . 5 m m の 「弾性 口

—ラ 1 」 を得た。

[01 11] < 3 . 原料 と してのイオ ン導電剤の準備 >

< 3 - . イオ ン導電剤 a の調製 >

グ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ド8 . 5 6 g ( 5 6 . 5 m



o I ) を精製水 5 0 m I に溶解 した。次 に、 ビス （トリフル才 ロメタンスル

ホニル）イミ ドリチウム 1 6 . 2 2 g ( 5 6 . 5 m m o I ) を精製水 5 0 m

I に溶解 した。 これ ら 2 種類の水溶液 を混合 し、 2 時間攪拌 した。混合攪拌

後、一晚静置 した ところ、上層液 と して、反応副生成物 と しての リチウムク

口ライ ドが溶解 した水層 と、下層液 と して、 グ リシジル 卜リメチル アンモニ

ゥ厶 ビス （トリフル才 ロメタンスルホ二ルイミ ド）か らなる油層の 2 層 に

分離 した。分液漏斗 を用い油層 を回収 した後、回収 した油層 に対 して精製水

による洗浄 を 2 回繰 り返 し、油層 に少量残存 した リチウムクロライ ドを除去

した。以上のような方法で反応性官能基 と してグ リシジル基 を有する 「ィ才

ン導電剤 a 」 を作製 した。

[01 12] < 3 - 2 . イオ ン導電剤 b の調製 >

グ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ド8 . 5 6 g ( 5 6 . 5 m m

o I ) を精製水 5 O m I に溶解 した。次 に、過塩素酸ナ トリウム 7 . 0 3 g

( 5 6 . 5 m m 0 I ) を精製水 5 0 m I に溶解 した。 これ らの 2 種類の水溶

液 を混合 し、 2 時間攪拌 した。混合攪拌後、一晚静置 した ところ、上層液 と

して、反応副生成物 と してのナ トリウムクロライ ドが溶解 した水層 と、下層

液 と して、 ダ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶パ一クロレ一 卜か らなる油層

の 2 層 に分離 した。分液漏斗 を用いて油層 を回収 した後、回収 した油層 に対

して精製水 による洗浄 を 2 回繰 り返 し、油層 に少量残存 したナ 卜リゥ厶クロ

ライ ドを除去 した。以上のように して反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と

してのダ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶パ一クロレ一 卜 （イオ ン導電剤 b

) を得 た。

[01 13] < 3 - 3 . イオ ン導電剤 c の調製 >

グ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ドを精製水 5 0 m I に溶解 し

た。以上のように して反応性官能基 を有するィ才 ン導電剤 と してのダ リシジ

ル 卜リメチル アンモニゥ厶パークロレ一 卜 （イオ ン導電剤 c ) を得 た。

[01 14] < 3 - 4 . イオ ン導電剤 d の調製 >

グ リシジル 卜リメチル アンモニゥ厶クロライ ド8 . 5 6 g ( 5 6 . 5 m m



o I ) を精製水 5 0 m I に溶解 した。次 に、 ビス （ノナフル才 ロプタンスル

ホニル）イミ ドリチウム 3 3 . 7 g ( 5 6 . 5 m m o I ) を精製水 5 0 m

I に溶解 した。 これ ら 2 種類の水溶液 を混合 し、 2 時間攪拌 した。混合攪拌

後、一晚静置 した ところ、上層液 と して、反応副生成物 と しての リチウムク

口ライ ドが溶解 した水層 と、下層液 と して、 グ リシジル 卜リメチル ア ンモニ

ゥ厶 ビス （ノナフル才 ロプタンスルホ二ルイミ ド）か らなる油層の 2 層 に

分離 した。分液漏斗 を用いて油層 を回収 した後、回収 した油層 に対 して精製

水 による洗浄 を 2 回繰 り返 し、油層 に少量残存 した リチウムクロライ ドを除

去 した。以上のように して反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してのダ リ

シジル 卜リメチル アンモニゥ厶 ビス （ノナフル才 ロプタンスルホニルイミ

ド） （イオ ン導電剤 d ) を得 た。

[01 15] < 3 - 5 . イオ ン導電剤 e の調製 >

コ リンクロ リ ド7 . 9 0 g ( 5 6 . 5 m m o l ) をメタノ一ル 5 0 m I に

溶解 した。次 に、 ビス （トリフル才 ロメタンスルホニル）イミ ドリチウム 1

6 . 2 2 g ( 5 6 . 5 m m o I ) をメタノ一ル 5 0 m l に溶解 した。上記で

得 られた 2 種類の溶液 を混合 し、 2 時間攪拌 した。混合攪拌後、溶媒 を減圧

留去 させた。残留物 を 5 0 m I のメチルェチルケ トンで抽出 し、濾過 し濾液

の溶媒 を減圧留去 した。 この操作 をもう一度繰 り返 した。以上のように して

反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してのコ リンビス （トリフル才 ロメタ

ンスル ホ ニル イ ミ ド） （イオ ン導電剤 e ) を得 た。

[01 16] < 3 - 6 . イオ ン導電剤 f の調製 >

タウ リン 7 . 0 7 g ( 5 6 . 5 m m o I ) を精製水 5 0 m l に溶解 した。

次 に、水酸化ナ トリウム 2 . 2 6 g ( 5 6 . 5 m m o I ) を精製水 5 0 m l

に溶解 した。 これ ら 2 種類の水溶液 を混合 し、 2 時間攪拌 した。混合攪拌後

、得 られた水溶液 よ り水 を減圧留去 させ、 タウ リンナ トリムを析 出させた。

以上のように して反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してのタウ リンナ 卜

リム （イオ ン導電剤 f ) を得 た。

[01 17] < 3 - 7 . イオ ン導電剤 g の調製 >



1 — プチル， 3 —メチルイミダゾ リゥ厶クロライ ド2 . 4 5 g ( 4 m

o I ) を無水エタノール 5 0 m I に溶解 させた。攪拌 した溶液 に、 タウ リン

ナ 卜リゥム塩 2 . 0 5 g ( 4 m m o I ) を加 え、一晚攪拌 した。攪拌後、

溶液 を濾過 した。得 られた濾液 よ り溶媒 を減圧留去 させた。以上のように し

て反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してのタウ リン （1 —プチル， 3 —

メチルイミダゾ リゥ厶クロライ ド） （イオ ン導電剤 g ) を得 た。

[01 18] < 3 - 8 . イオ ン導電剤 h の調製 >

イセチオ ン酸ナ トリウム 2 . 0 7 g ( 4 m m o I ) を無水エタノール 5

0 I に溶解 させた。攪拌 した溶液 に、 タウ リンナ トリウム塩 2 . 0 5 g (

m o I ) を加 え、一晩攪拌 した。攪拌後、溶液 を濾過 した。得 られた

濾液 よ り溶媒 を減圧留去 させた。以上のように して反応性官能基 を有するィ

オ ン導電剤 と してのイセチオ ン酸 （1 —プチル， 3 —メチルイミダゾ リゥム

) (イオ ン導電剤 h ) を得 た。

[01 19] < 4 . 塗工液の調製 >

< 4 - . 塗工液 1 の調製 >

下記表 3 に記載の材料 を、 メチルェチルケ トンに溶解 した。 そこに硬化促

進剤 と して 1 —ベ ンジル — 2 _ メチルイミダゾ一ル （商品名 ：キュアゾ一ル

1 B 2 M Z 、 四国化成工業製）を、下記表 3 に記載の固形分の全量 に対 し5

質量％加 えた。 さ らに、 メチルェチルケ トンを加 えて、下記表 3 に記載の固

形分の濃度が 2 7 質量％になるように調整 し、 「塗工液 1 」 を得た。塗工液

1 の固形分中のエチ レンオキサイ ド量は 0 質量％、 〇 ド2 の量は 2 6 . 7 質量

% であ った。

[01 20] [ 表 3]

表 3

材 料 配合量

イ オ ン導電剤 a 0 . 3 2 g

フッ素含有榭脂原料 ；2 , 2 , 3 ， 3 , 4 , 4 , 5 , 5 ， 6 , 6 , 9 . 8 9 g

7 , 7 ， 8 , 8 , 9 ， 9 一へ キサデ力 フル オロー 1 , 1 0 —デカ ( 2 . m m o 1 )

ン ジオー ル （シ グマ アル ドリッチ製）（質量平均分子量 ：4 6 2 )

ア ル キ レン ォ キサ イ ド含有樹脂原料 ；デ カ ブ チ レ ン グ リコー ル ジ 2 1 . 8 3 g

グリシ ジル エー テ ル （質量平均分子量 ：8 5 0 ) ( 5 . 6 8 m o 1 )



[01 2 1 ] < 4 - 2 . 塗工液 2 ~ 3 3 の調製 >

塗工液の材料、配合量 を表 4 _ 〜表 4 — 4 に記載 したように変更 した以

外は、塗工液 1 と同様 に して塗工液 2 ~ 3 3 を調製 した。なお、表 4 _ 1 ~

表 4 _ 4 中、 「フッ素含有樹脂原料」、 「アルキ レン才キサイ ド含有樹脂 （

E O非含有）原料」、 「エチ レン才キサイ ド含有樹脂原料」、 「アルキ レン

才キサイ ド非含有樹脂原料」の項 目に記載の 「記号」は、各 々下記表 5 — 1

〜表 5 _ 4 に示す材料 を表す。

[ 0 122]



表4
塗工液 1 塗工 液 2 塗工液 3 塗工 液 4 塗工 5 塗工 液 6 塗工 液 7

フッ素 含 脂 原料 A A A A A A A
分子 462 462 462 462 462 462 462

モ ル 数 (mmol) 2 1.4 2 1 .4 2 1.4 2 1 .4 2 1.4 2 1.4 2 1.4
9.89 9.B9 9.89 9.89 9.89 9.89 9.89

アルキレンオキサイド含有
G G G H I J G

樹脂 (EO 非含有 ）原料

分子 督 850 850 850 202 960 380 850
モ ル 数 (rrwiol) 25.68 25.68 25.68 25.68 25.68 25.68 5.08

2 .83 2 .83 2 .83 5.1 9 24.65 9.76 4.32

エチレンオキサ イド含有樹
脂原料

一 ― ― ― ― ― K

分子 釁 一 174
モ ゾレ数 (mmol) 一 一 20.6
使 用量 （g) 一 一 ― 一 一 一 3.58

アルキレンオキサ イド非含
有樹脂原料

― 一 一 ― 一 一 ―
分子 量 一 一 一 一

モ ノレ数 (mmol) — 一 一
使用量 ） 一 一 一 一 一 一 一

イオン導電剤種 a a a a a a a
使 骨 （e) 0.32 0.63 2.54 0.30 0.69 0.39 0.36

EO 率 （重 量 ％ ) 0 0 0 0 0 0 10
CF2 率 （重 量 ％ ) 26.7 26.5 25.0 55.6 24.3 42.7 47.2
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ほ 7 ]

表 4 一 4

[01 26] [ 表 8 ]

表 5 - 1

記号 Ϊ フッ素 含有樹脂 原料

2, 2，3，3, 4, 4, 5，5，6，6，7, 7, 8，8，9, 9- へ キ サ デ 力 フル ォ ロ - 1, 10- デ カ ン ジ
オ ー ル

B 2, 2，3, 3- テ トラ フル ォ ロ - 1, 4 ブ タ ン ジ オ ー ル

C ノくー フノレオ ロ ポ リエ ー テ ノレジ オ 一ノレ

[01 27] [ 表 9 ]

表 5 —2

記号 アルキレンオキサイド含有樹脂 （EO非含有 ) 原料

G デカブチ レ ン グ リコ一 レジ グ リシ ジ ノレエー テ ル

H ブチ レ ン グ リコー ノレジ グ リシ ジノレエ 一 テ ノレ

ゥ ン デ 力 プ ロ ピ レ ン グ リコー ル ジ グ リシ ジ ノレエ ー テ ル

J プ ロ ピ レ ン グ リコ ー ノレジ グ リシ ジ ノレエ ー テ ノレ

[01 28]



[ 表 10 ]

表 5 —3

[01 29] [ 表 11]

表5 —4

[01 30] < 4 - 3 . 塗工液 3 4 の調製 >

フッ素含有樹脂原料 と してパ一フル才 ロポ リエ一テルジ才一ル （商品名 ：

F u l u o r o l i n k D 0 H ソル べ ィソ レクシ ス社製） （質量平均分

子量 1 0 0 0 ) を 1 6 . 4 g ( 6 . 4 m m o I ) と、 アルキ レン才キサイ

ド含有樹脂原料 と してポ リテ 卜ラメチ レング リコール （商品名 ；P T M G 8

5 0 三菱化学社製） （質量平均分子量 8 5 0 ) を 4 . 2 5 g ( 5 . 0 0 m

m o I ) 、 ポ リメ リックM D I (商 品名 ：ミ リ才ネ一 卜M R — 2 0 0 日本

ポ リウ レタン社製）を 2 4 . 7 1 g 、反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 e

を 0 . 4 9 g 、 メチルェチルケ トンに溶解 し、固形分が 3 5 質量 0/ 0 になるよ

う調整 した。

[01 3 1 ] 以上のように して塗工液 3 4 を得た。塗工液 3 4 の固形分中のエチ レン才

キサイ ド量は 0 質量％、 C F 2 の量は 7 1 . 5 8 質量％であ った。

[01 32] < 4 - 4 . 塗工液 3 5 〜塗工液 3 9 の調製 >

塗工液の材料、配合量 を表 6 に記載 したように変更 した以外は、塗工液 3

4 と同様 に して塗工液 3 5 〜塗工液 3 9 を調製 した。なお、表 6 中、 「アル

キ レン才キサイ ド含有樹脂 （E O非含有）原料」、 「エチ レン才キサイ ド含

有樹脂原料」、 「アルキ レン才キサイ ド非含有樹脂原料」の項 目に記載の 「

記号」は、各 々下記表 7 _ 1 ~ 7 _ 3 に示す材料 を表す。 また、表 6 中、 「
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[ 表 13 ]

表 7 — 1

[ 0 135] [ 表 14 ]

表 7 —2

[ 0 136] [ 表 15 ]

表 7 — 3

[ 0 137] (実施例 1 )

< 1 . 導 電性 ローラ 1 の作製 >

前記の弾性 ローラ 1 を、 その長手方向を鉛直方向に して、前記の塗工液 1

中に浸潰 してデ ィッビング法で塗工 した。浸漬時間は 9 秒、引 き上 げ速度 は

初期速度が 2 0 m m / s 、最終速度 は 2 m m / s 、 その間は時間に対 して直

線的に速度 を変化 させた。得 られた塗工物 を 2 3 °C で 3 0 分間以上風乾 し、

次いで 9 0 °C に設定 した熱風循環乾燥機 にて 1 時間、更に 1 6 0 °C に設定 し

た熱風循環乾燥機 にて 3 時間乾燥 させた。 こ の よ う に して弾性 ローラの外周

面上 に導電層 を形成 し、 中央部直径が 8 . 5 m m の 「導電性 口 一 ラ 1 」 を得

た。

[ 0 138] < 2 . 特性評価 >

次 に、 こ の 導電性 ローラ 1 を以下の各評価試験 に供 した。評価結果 を表 8

- に示す。なお、表 8 — 1 中の T F S I は トリフル才 ロメタンスルホニル

ィミ ドを表す。

[ 0 139] [ 評価 1 ：導電層の電気抵抗率測定 ]



ィ才ン導電層の電気抵抗率は、四端子法による交流ィンピーダンス測定を

行って算出 した。測定は、電圧振幅 5 m V 、周波数 1 H z から 1 M H z で行

つた。尚、後述する実施例または比較例において、導電性ローラの導電層が

多層である場合、本発明に係る導電層よりも外周にある導電層を剥離 し、本

発明に係る導電層の電気抵抗率を測定 した。

[0140] 電気抵抗率の測定は、 L / L (温度 1 5 °C / 相対湿度 1 0 % ) 環境下およ

び H / H (温度 3 0 °C / 相対湿度 8 0 % ) 環境下において測定 した。また、

環境変動の影響を確認するため、 L / L 環境下における電気抵抗率 R 1 と、

H / H環境下における電気抵抗率 R 2 の比 （R 1 R 2 ) の対数をとり、 「

環境変動桁」とした。なお、本実施例においては、評価前に導電性口一ラ 1

を各環境下に4 8 時間以上放置 した。

[0141 ] [ 評価 2 ：プリ一 ド試験]

次に導電性ローラを長期間使用 した場合のプリー ドの有無を確認するため

、以下のようなプリ一 ド試験を行つた。

[0142] プリ一 ド試験は、電子写真式 レーザ一プリンタ （商品名 ：H P C o l o

r L a s e j e t E n t e i s e C P 4 5 2 5 d n H P社

製）用のプロセス力一 卜リッジを使用 して行った。このプロセス力一 卜リツ

ジを分解 し、導電性ローラ 1 を帯電ローラとして組み込んだ。このプロセス

力一 卜リッジを、温度 4 0 °C / 相対湿度 9 5 %環境下にて、感光体 ドラム当

接させた状態で 2 間放置 した。その後、感光体 ドラムの表面を光学顕微鏡 （

0 倍）で観察 し、帯電ローラからのプリ一 ド物の付着の有無および感光体

ドラムの表面のクラックの有無を観察 し、下記の基準に基づいて評価 した。

A ：感光体 ドラム当接部の表面にプリ一 ド物の付着が観察されない。

B ：感光体 ドラム当接部の表面の一部に軽微なプリ一 ド物の付着が見られる

C ：感光体 ドラム当接部の全面に軽微なプリ一 ド物の付着が見られる。

D ：感光体 ドラム当接部の表面にプリ一 ド物の付着が見られ、また、クラッ

クの発生が認められる。



[0143] < 3 . 画像評価>

導電性ローラを帯電ローラとして以下の各評価試験に供 した。評価結果を

表 8 _ 1 に示す。

[0144] [ 評価 3 ：ピンホール リーク試験]

導電性ローラを高温高湿で使用 した場合のピンホール リーク抑制の効果を

確認するため、以下のような評価を行った。

[0145] まず、導電性ローラを、 H / H環境下に4 8 時間以上放置 した。次に、電

子写真装置として、電子写真式レーザ一プリンタ （商品名 ：H P C o l o

r L a s e j e t E n t e i s e C P 4 5 2 5 d n H P社

製）を用意 し、出力枚数が、 A 4 サイズの紙が毎分 5 0 枚出力されるように

改造 した。即ち、 A 4 サイズの紙の出力スピー ドは3 0 0 m m/ s e c とし

た。なお、画像解像度は 1 2 0 0 d p ί とした。

[0146] 次いで、上記電子写真装置のプロセス力一 卜リッジから感光体 ドラムを取

り出し、感光体 ドラムの表面の感光層のみに、表面に対 し垂直方向に直径 0

. 3 m mのピンホールをあけた。

[0147] 上記導電性ローラを帯電ローラとして、 ピンホールを有する感光体 ドラム

を上記電子写真装置のプロセス力一 卜リッジに組み込んだ。さらに、外部電

源 （商品名 ：T r e k 6 1 5 _ 3 T r e k 社製）を用意 し、帯電ローラに

直流— 1 5 0 0 V の電圧を印加 して画像評価を行った。画像の評価は全て、

H / H環境下で行い、ハーフ トーン （感光体の回転方向と垂直方向に幅 1 ド

ッ卜、間隔 2 ドッ卜の横線を描 く画像）画像を 5 枚出力 して行った。このと

きに感光体 ドラム上のピンホールの位置から画像出力方向に対 し水平に周囲

との画像濃度が著 しく異なる場合を 「ピンホ一ル リ一ク」という画像不良が

起こっていると判断 した。得 られた画像を以下の基準で評価 した。

A ：5 枚の画像中にピンホール リークが観察されない。

B ：5 枚の画像中に 1 ~ 3 箇所のピンホール リークが発生する。

C ：5 枚の画像中にピンホール リークが感光体 ドラム周期で発生する。

[0148] [ 評価 4 ：横スジ状の画像欠陥の評価]



導電性ローラ 1 を長期間使用 した場合の電気抵抗値の変動抑制、並びに、

低温低湿環境下における電気抵抗値の低減の効果を確認するため、以下のよ

うな評価を行った。

[0149] ( ) 直流電流の通電処理

導電性口一ラ 1 に直流電流を通電 したときの電気抵抗の変動を観察 した。

この評価には図4 A ~ 4 B に示す治具を用いた。図4 A ~ 4 B の治具を用い

た評価方法を説明する。図4 A ~ 4 B 中、被測定対象である導電性ローラ4

0 の導電性の支持体 1 1 の両端に荷重 （片側 5 0 0 g f ) をかけて、直径 2

4 m mの円柱形金属 4 2 に当接させて通電させ、直流電流の通電による電気

抵抗値の変化を測定する。図4 A において4 3 a と4 3 b は重りに固定され

た軸受けであり、導電性ローラの鉛直下方向には、導電性ローラと平行に円

柱形金属 4 が位置 している。

[01 50] 被測定対象である導電性ローラは、 L / L 環境下に4 8 時間放置 し、次い

で、 L / L 環境下にて、図示 しない駆動装置により円柱形金属 4 2 を使用状

態の感光体 ドラムと同様の回転速度 （3 0 r p m ) で回転させながら、図4

B の様に導電性ローラ4 0 を軸受け4 3 a と4 3 b とへ押 し当てる。そして

電源 4 4 によつて導電性ローラに直流電流 2 0 0 A を 3 0 分間通電する。

その後、この導電性口一ラを用いて電子写真画像の形成を行う。

[01 5 1 ] ( 2 ) 画像評価

電子写真装置として、電子写真式レーザ一プリンタ （商品名 ：L a s e r

j e t C P 4 5 2 5 d n H P社製）を、出力枚数をA 4 、 5 0 枚/ 分の

高速用に改造 したものを用意 した。その際、記録メディアの出力スピー ドは

3 0 0 m m/ s e c 、画像解像度は 1 2 0 0 d ρ ί とした。上記導電性口一

ラを帯電ローラとして、上記電子写真装置の力一 卜リッジに組み込んで画像

評価を行った。画像の評価は全て、 L / L 環境下で行い、ハーフ 卜一ン画像

(感光体の回転方向と垂直方向に幅 1 ドット、間隔 2 ドットの横線を描 く画

像）を出力 しておこなった。得 られた画像を目視で観察 し、以下の基準で評

価 した。



A ：横 スジ状画像が無い。

B ：—部 に軽微な横 スジ状の白い線が見 られる。

C ：全面 に軽微な横 スジ状の白い線が見 られる。

D ：重度の横 スジ状の白い線が見 られ、 目立つ。

[01 52] [ 評価 5 ：ローラ表面の汚れの評価 ]

導電性 ローラを長期間使用 した場合の表面汚れ抑制の効果 を確認するため

、以下の評価 を行 った。

[01 53] 導 電性 口一ラを以下に示す電子写真装置 に取 り付 けて画像評価 を行 った。

電子写真装置 と して、 レーザ一プ リンタ （商品名 ：H P C o l o L a

s e r j e t E n t e i s e C P 4 5 2 5 d n H P 社製）を、

出力枚数 を A 4 、 5 0 枚 / 分の高速用に改造 したものを用意 した。 その際、

記録 メデ ィアの出力ス ピー ドは 3 0 0 m m / s e c 、画像解像度 は 1 2 0 0

d p i と した。上記導電性 ローラを帯電 ローラと して上記電子写真装置のプ

ロセスカー トリッジに組み込み、画像評価 を行 った。

[01 54] 上述の電子写真装置 を使用 して、温度 2 3 °C、相対湿度 5 0 % 環境下で、

耐久試験 を行 った。耐久試験 は、 2 枚 の画像 を出力 した後、感光体 ドラムの

回転 を完全 に約 3 秒停止させ、画像 出力を再開するという間欠的な画像形成

動作 を繰 り返 して 4 0 0 0 0 枚 の電子写真画像 を出力するものである。 この

際の出力画像 は、サイズが 4 ポイン トのアル ファベ ッ トの 「E 」の文字が、

A 4 サイズの紙の面積 に対 し被覆率が 4 % となるように印字 されるような画

像 と した。

[01 55] 耐 久試験後、 プロセス力一 卜リッジを分解 して導電性 ローラを取 り出 し、

L / L 環境下に 4 8 時間以上放置 した。次いで、再び上記 プロセス力一 トリ

ッジに帯電 ローラと して導電性 ローラを組み込み、画像評価 を行 った。画像

の評価 は全て、 L / L 環境下で行い、ハーフ 卜一 ン画像 （感光体の回転方向

と垂直方向に幅 1 ドッ ト、間隔 2 ドッ トの横線 を描 く画像）を出力 しておこ

な った。画像 は、異物の付着が原因で発生するスジ状画像、ポチ状画像 を以

下の基準で評価 した。



A ：スジ状画像やポチ状画像がない。

B ：スジまたは黒ポチが紙の両端の幅 2 c m の領域 に確認で きる。

C ：スジまたは黒ポチ像が紙の両端の幅 2 c m を超 え、 5 c m までの領域 に

確認で きる。

D ：スジまたは黒ポチが紙面の全面 に確認で きる。

[01 56] [ 評価 6 ：画像欠陥の消失に必要な放電電流量の測定 ]

導電性 ローラを A C / D C 帯電方式に使用 した場合の、高温高湿環境下に

おける放電電流量抑制の効果 を確認するため、以下のような評価 を行 った。

[01 57] 電子写真装置 と して、 A C / D C 帯電方式の電子写真式の レーザ一プ リン

タ （商品名 ：L a s e r j e t 4 5 5 η , Η Ρ 社製）を用意 した。なお

、 この レーザ一プ リンタの記録 メデ ィァの出力ス ピ一 ドは 3 7 0 m m / s e

c 、画像解像度 は 1 2 0 0 d p ί である。 また、上記電子写真装置のプロセ

スカ一 卜リッジ中の帯電 口一ラ保持部材 を、前記保持部材 よ りも長 さが 3 .

5 m m長 い改造保持部材 に交換 し、外径が 8 . 5 m m の導電性 口一ラを組み

込めるように した。

[01 58] 放 電電流量の測定は、 レーザ一プ リンタを改造 し、感光体 ドラムか らァ一

スへ流れるアース電流 を測定 し、 アース電流か ら算出 した。以下、 その方法

を説明する。 まず、感光体 ドラムか らレ一ザ一プ リンタ本体への導通 を遮断

し、感光体 ドラム とレ一ザ一プ リンタ外部の金属薄膜抵抗 （1 k ) とを導

線で直列に接続 し、 さ らに、金属薄膜抵抗 を レーザ一プ リンタのアースに接

続 した。次いで、導電性 ローラに D C 電圧 とA C 電圧 を重畳 させて印加 し、

デジタルマルチメータ （商品名 ：F L U K E 8 7 V F L U K E 社製）で測

定で きる金属薄膜抵抗両端の電圧波形の真の実効値 をアース電流量 と した。

[01 59] アース電流量 を A C 電圧 （V p p ) に対 してプロッ トすると、低 V p p で

は帯電 口一ラと感光体 ドラムの接触部である二 ップ部 に A C 電流が流れるた

め、 アース電流量は線形 に増大する。 V p p が大 きくな り、 A C 電圧成分 に

よる放電が生 じると、放電電流が重畳 された形でアース電流が測定される。

従 って、 アース電流のプロッ 卜が、低 V p p 領域 における直線のプロッ 卜か



ら、放電電流量の分だけ大 きくなる。即ち、低 V p p 領域 におけるプロッ ト

のグラフを高 V p p 側 に延長 した直線 を、 アース電流のプロッ 卜か ら差 し弓I

けば放電電流量 を V p p に対 してプロッ 卜することがで きる。

[01 60] まず、導電性 ローラ 1 を H / H 環境下に 4 8 時間以上放置 した。上記導電

性 ローラを帯電 ローラと して上記電子写真装置のプロセス力一 卜リッジに組

み込んだ。 このプロセス力一 卜リッジを上記電子写真装置 に装填 し、電子写

真画像の形成 を行 った。初めに、 H / H 環境下で、帯電 ローラに直流電圧 —

6 0 0 V 、 A C 電圧 9 0 0 V p p (周波数 2 9 3 1 H z ) を印加 し、全 白画

像 を出力 し、斑点状の黒点の有無 を確認 した。 そ して、斑点状の黒点が発生

している場合 には、 A C 電圧 を 1 0 V だけ上昇 させて再び全 白画像 を出力 し

、同様 に斑点状の黒点の有無 を確認 した。 この操作 を、斑点状の黒点が発生

していない電子写真画像が得 られるまで繰 り返 した。 そ して、斑点状の黒点

の発生が見 られない電子写真画像がえ られた ときの交流印加電圧 を画像欠陥

消失電圧 と した。 また、画像欠陥消失電圧 を印加 した条件でのアース電流か

ら算出される放電電流量 を画像欠陥消失放電電流量 と した。

[01 6 1 ] (実施例 2 )

塗工液 1 の代わ りに塗工液 2 を用いた こと以外は、実施例 1 と同様 に して

導電性 口一ラ 2 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 8 _ 1

に示す。

[01 62] (実施例 3 及び実施例 4 )

塗工液 2 を用いて、 ィ才 ン導電層の膜厚 を変更 した こと以外は実施例 2 と

同様 に して導電性 ローラ 3 または 4 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。

評価結果 を表 8 _ に示す。

[01 63] (実施例 5 )

「練 りゴム組成物」の原料 と して力一ポ ンプラックの使用量 を 5 0 質量部

に変更 した こと以外は実施例 2 と同様 に して導電性 ローラ 5 を作製 し、帯電

ローラと して評価 した。評価結果 を表 8 _ 1 に示す。

[01 64] (実施例 6 )



「練 りゴム組成物」の原料 と して力一ポ ンプラックの使用量 を 2 0 質量部

に変更 した こと以外は実施例 2 と同様 に して導電性 ローラ 6 を作製 し、帯電

ローラと して評価 した。評価結果 を表 8 _ 1 に示す。

[01 65] (実施例 7 ~ 3 7 )

塗工液 1 に代 えて、塗工液 3 〜塗工液 3 3 を用いた こと以外は実施例 1 と

同様 に して導電性 ローラ 7 ~ 3 7 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評

価結果 を表 8 _ 〜表 8 — 4 に示す。なお、表 8 _ 1 中の T F S I は トリフ

ル才 ロメタンスルホニルイミ ドを表す。

[01 66] (実施例 3 8 ~ 4 3 )

イオ ン導電層の原料 と して、塗工液 3 4 〜塗工液 3 9 を使用 した こと以外

は、実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 3 8 ~ 4 3 を作製 し、帯電 ローラと

して評価 した。評価結果 を表 8 — 4 〜表 8 — 5 に示す。

[01 67]
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表 8 — 5

[01 72] (実施例 4 4 )

イオ ン導電剤 h を 0 . 3 5 g 使用 し、 フッ素含有樹脂 C を 8 . 7 g ( 8 .

6 7 m m o I ) 使用 した こと以外は塗工液 3 4 と同様 に して塗工液 4 0 を得

た。塗工液 4 0 の固形分中のエチ レンオキサイ ド量は 0 質量％、 C F 2の量は

5 3 . 3 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の原料 と して、塗工液 4 0 を使用

した こと以外は、実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 4 4 を作製 し、帯電 口

ーラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 1 に示す。なお、表 1 2 — 1 中の

M B I は 1 —プチル， 3 —メチルイミダゾ リゥ厶イオ ンを表す。

[01 73] (実施例 4 5 )

イオ ン導電剤 a を 0 . 2 7 g と、 フッ素含有樹脂原料 と してパ一 フ ル 才 ロ



スベ リン酸 （ダイキ ン工業製） （質量平均分子量 3 9 0 ) 8 . 3 5 g ( 2 1

. 4 m m o I ) と、 アルキ レンオキサイ ド含有樹脂原料 と して 1 ， 4 —プタ

ンジ才一ルジダ リシジルエーテル （シグマアル ドリツチ社製） （質量平均分

子量 ：2 0 2 ) 1 0 . 6 4 g ( 2 5 . 6 8 m m o l ) とを トルエ ンに溶解 し

た。 そこに、硬化促進剤 と して 1 _ ベ ンジル — 2 _ メチルイミダゾ一ル （商

品名キュアゾ一ル 1 B 2 M Z 、 四国化成工業製）を、上記固形分全量 に対 し

5 質量％加え、更に トル エ ンを加えて、上記固形分の濃度が 2 7 質量％にな

るように調整 した。以上のように して塗工液 4 を得た。塗工液 4 の固形

分中のエチ レンオキサイ ド量は 0 質量％、 〇 「2 の量は 4 6 . 5 質量％であ つ

た。

[01 74] イオ ン導電層の形成 に塗工液 4 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に

して導電性 口一ラ 4 5 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表

- に示す。

[01 75] (実施例 4 6 )

反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してイオ ン導電剤 a を 0 . 3 0 g と

、 フッ素含有樹脂原料 と して 1 ， 6 - ( ビス 2 ' 3 ' —エポキシプロピル）

—パ一フル 才 ロ_ n —へキサ ン （ダイキン工業製） （質量平均分子量 4 1 4

) 1 0 . 6 4 g ( 2 5 . 6 8 m m o I ) と、 アルキ レン才キサイ ド含有樹脂

原料 と して 1 ， 4 —ブタンジ才一ル ビス 3 —ァミノプロピルエーテル （質量

平均分子量 ：2 0 4 ) 4 . 3 7 g ( 2 1 . 4 m m o l ) と硬化促進剤 と して

1 —ベ ンジル — 2 _ メチルイミダゾ一ル （商品名キュアゾ一ル 1 B 2 M Z 、

四国化成工業製）を トルエ ンに溶解 し、固形分が 2 7 質量％になるように 卜

ルェ ンを追加 し調整 した。以上のように して塗工液 4 2 を得た。塗工液 4 2

の固形分中のエチ レンオキサイ ド量は 0 質量％、 C F 2 の量は 5 1 . 5 質量％

であ った。

[01 76] イオ ン導電層の形成 に塗工液 4 2 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に

して導電性 口一ラ 4 6 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表

- に示す。



[01 77] (実施例 4 7 )

反応性官能基 を有するイオ ン導電剤 と してイオ ン導電剤 a を 0 . 3 7 g と

、 フッ素含有樹脂原料 と して 1 ， 6 - ( ビス 2 ' 3 ' —エポキシプロピル）

—パ一 フル 才 ロ_ n —へキサ ン （ダイキン工業製） （質量平均分子量 ：4 1

4 ) 1 0 . 6 4 g ( 2 5 . 6 8 m m o l ) と、 アルキ レン才キサイ ド含有樹

脂原料 と してエチ レン才キサイ ドを有するチ才一ル （商品名 E G M P — 4

S C 有機株式会社製） （質量平均分子量 3 7 2 ) 7 . 9 6 g ( 2 1 . 4 m m

o I ) とをメチルェチルケ トンに溶解 した。 そこに、硬化促進剤 1 _ ベ ンジ

ル _ 2 _ メチルイミダゾ一ル （商品名キュアゾ一ル 1 B 2 M Z 、 四国化成ェ

業製）を、上記固形分全量 に対 して 5 質量％加え、更に、 メチるェチルケ 卜

ンを加えて、上記固形分の濃度が 2 7 質量％になるように調整 した。以上の

ように して塗工液 4 3 を得た。塗工液 4 3 の固形分中のエチ レン才キサイ ド

量は 2 0 質量％、 C F 2 の量は 4 0 . 6 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成

に塗工液 4 3 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 4 7

を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 1 に示す。

[01 78] (実施例 4 8 )

イオ ン導電剤 b を 0 . 6 3 g 使用 した こと以外は塗工液 2 と同様 に して塗

ェ液 4 4 を作製 した。塗工液 4 4 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 0 質

量 0/ 0、 〇 「2 の量は 2 6 . 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 4

4 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 口一ラ 4 8 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 1 に示す。

[01 79] (実施例 4 9 )

イオ ン導電剤 b を 0 . 7 0 g 使用 した こと以外は塗工液 1 6 と同様 に して

塗工液 4 5 を作製 した。塗工液 4 4 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 4

0 質量％、 C F 2 の量は 2 3 . 8 質量％であ った。 イオ ン導電層の原料 と して

塗工液 4 5 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 口一ラ 4 9 を

作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 1 に示す。

[01 80] (実施例 5 0 )



イオ ン導電剤 c を 0 . 6 3 g 使用 した こと以外は塗工液 2 と同様 に して塗

ェ液 4 6 を作製 した。塗工液 4 6 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 0 質

量 0/ 0、 〇 「2 の量は 2 6 . 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 4

6 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 5 0 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 1 に示す。

[01 8 1 ] (実施例 5 1 )

イオ ン導電剤 c を 0 . 7 0 g 使用 した こと以外は塗工液 1 6 と同様 に して

塗工液 4 7 を作製 した。塗工液 4 7 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 4

0 質量 0/ o、 C F 2 の量は 2 3 . 8 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工

液 4 7 を使用 した以外は実施例 1 と同様 に して導電性 口一ラ 5 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 82] (実施例 5 2 )

イオ ン導電剤 d を 0 . 6 3 g 使用 した こと以外は塗工液 2 と同様 に して塗

ェ液 4 8 を作製 した。塗工液 4 8 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 0 質

量 0/ 0、 〇 「2 の量は 2 6 . 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 4

8 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 5 2 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。なお、表 1 2 _

2 中の N F S I は ノナフル才 ロプタンスルホ二ルイミ ドを表す。

[01 83] (実施例 5 3 )

イオ ン導電剤 d を 0 . 7 0 g 使用 した こと以外は塗工液 1 6 と同様 に して

塗工液 4 9 を作製 した。塗工液 4 9 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 4

0 質量 0/ o、 C F 2 の量は 2 3 . 8 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工

液 4 9 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 口一ラ 5 3 を作製

し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 84] (実施例 5 4 )

イオ ン導電剤 f を 0 . 6 3 g 使用 した こと以外は塗工液 2 と同様 に して塗

ェ液 5 0 を作製 した。塗工液 5 0 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 0 質

量 0/ 0、 〇 「2 の量は 2 6 . 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 5



0 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 5 4 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 85] (実施例 5 5 )

イオ ン導電剤 f を 0 . 7 0 g 使用 した こと以外は塗工液 1 6 と同様 に して

塗工液 5 を作製 した。塗工液 5 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 4

0 質量 0/ o、 C F 2 の量は 2 3 . 8 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工

液 5 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 口一ラ 5 5 を作製

し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 86] (実施例 5 6 )

イオ ン導電剤 g を 0 . 6 3 g 使用 した こと以外は塗工液 2 と同様 に して塗

ェ液 5 2 を作製 した。塗工液 5 2 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 0 質

量 0/ 0、 〇 「2 の量は 2 6 . 5 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 5

2 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 5 6 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 87] (実施例 5 7 )

イオ ン導電剤 g を 0 . 7 0 g 使用 した以外は塗工液 1 6 と同様 に して塗工

液 5 3 を作製 した。塗工液 5 3 の固形分中のエチ レン才キサイ ド量は 4 0 質

量 0/ 0、 C F 2 の量は 2 3 . 8 質量％であ った。 イオ ン導電層の形成 に塗工液 5

3 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に して導電性 ローラ 5 7 を作製 し、

帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 88] (実施例 5 8 )

イオ ン導電剤 e を 1 . 1 1 g 、 フッ素含有樹脂原料 と して表 5 — 1 中の C

(質量平均分子量 ：1 0 0 0 ) を 4 8 . 5 g ( 4 8 . 2 m m o l ) 、 アル

キ レン才キサイ ド含有樹脂原料 と してポ リオキシプロピレンポ リグ リセ リル

エーテル （商品名 ：S C _ P 7 5 0 阪本薬品工業社製） （質量平均分子量

: 7 5 0 ) を 2 . 9 g ( 2 1 . 4 m m o l ) 、硬化剤 と して ピロメ リ 卜酸二

水物 （質量平均分子量 ：2 1 8 . 1 2 ) 4 . 7 g ( 2 1 . 4 m m o l ) をメ

チルェチルケ トンに溶解 し、固形分が 2 7 質量％になるように調整 した。以



上のように して塗工液 5 4 を得た。塗工液 5 4 の固形分中のエチ レン才キサ

イ ド量は 2 0 質量％、 C F 2 の量は 4 6 . 6 質量％であ った。

[01 89] イオ ン導電層の形成 に塗工液 5 4 を使用 した こと以外は実施例 1 と同様 に

して本実施例の導電性 口 一 ラ 5 8 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評

価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 90] (実施例 5 9 )

この実施例 は、図 1 C で示 される、軸芯体の外周 に弾性層、 中間層 （本発

明の導電層）及び表面層 （保護層）が こ の 順 に設 け られた導電性部材 に関す

る。実施例 2 と同様 に して作製 した導電性 ローラの外周面上 に、下記のよう

に して保護層 を作製 した。

[01 9 1 ] 力プロラク トン変性 アク リルポ リオ一ル溶液 にメチルイソプチルケ トンを

加え、固形分が 1 8 質量％ となるように調整 した。 こ の 溶液 5 5 5 . 6 質量

部 （固形分 1 0 0 質量部）を含む下記の表 9 に示す材料 を用いて混合溶液 を

調製 した。 この とき、 プロック H D I とプロック I P D I の混合物 は、 「N

C O / O H = . 0 」 となるように添加 した。

[01 92] [ 表 2 1 ]

表 9

[01 93] 次 いで、 4 5 0 m L のガラス瓶 に上記混合溶液 2 1 0 g と、 メデ ィアと し

ての平均粒径 0 . 8 m m のガラス ビーズ 2 0 0 g を混合 し、ペイン トシエ一

力一分散機 を用いて 2 4 時間分散 した。分散後、樹脂粒子 と して架橋 タイプ

アク リル粒子 「M R 5 0 G 」 （商品名、綜研化学製）を 5 . 4 4 質量部 （ァ



ク リルポ リ一ル 1 0 0 質量部 に対 して 2 0 質量部相 当量）を添加 した後、更

に 3 0 分間分散 して表面層形成用塗料 を得た。

[01 94] この塗料 を用いて実施例 1 と同様のデ ィッビング方法で、実施例 2 と同様

に して作製 した導電性 ローラにデ ィッピング塗布 した。得 られた塗工物 を常

温で 3 0 分間以上風乾 し、次いで 9 0 °C に設定 した熱風循環乾燥機 にて 1 時

間、更に 1 6 0 °C に設定 した熱風循環乾燥機 にて 1 時間乾燥 して、導電層上

に表面層 を形成 した。以上のように して導電性 口一ラ 5 9 を作製 し、帯電 口

—ラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に示す。

[01 95] (実施例 6 0 )

練 りゴム組成物の原料 を下記の表 1 0 に示す種類 と使用量 に変更 して練 り

ゴム組成物 を調製 し、 この練 りゴム組成物 1 7 7 質量部 に対 して下記の表 1

1 に示す種類の各材料 をオープンロールで混合 し、 また、導電層の原料 と し

て塗工液 2 を使用 した。 これ ら以外の条件は、実施例 1 と同様 に して導電性

ローラ 6 0 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果 を表 1 2 — 2 に

示す。

[01 96] [ 表 22]

表 1 0

[01 97]



[ 表 23]

表 1 1

[01 98] (実施例 6 〜実施例 6 2 )

塗工液 2 を用いて、イオン導電層の膜厚を変更 したこと以外は実施例 6 0

と同様に してそれぞれ導電性 ローラ 6 及び 6 2 を作製 し、帯電ローラとし

て評価 した。評価結果を表 1 2 _ 3 に示す。

[01 99] (実施例 6 3 )

ィ才ン導電層の原料 として塗工液 1 6 を使用 したこと以外は実施例 6 0 と

同様に して導電性 口 一 ラ 6 3 を作製 し、帯電ローラとして評価 した。評価結

果を表 1 2 —3 に示す。

[0200] (実施例 6 4 )

練 りゴム組成物の原料 として、 ヒ ドリンゴム （商品名 ：ェ ピクロマ 一 C

G _ 1 0 2 、 ダイソ一社製）の代わ りにヒ ドリンゴム （商品名 ：ェ ピクロマ

- O N - 0 5 ダイソ一社製）を使用 したこと以外は実施例 6 0 と同様

に して導電性 口 一 ラ 6 4 を作製 し、帯電ローラとして評価 した。評価結果を

表 1 2 —3 に示す。

[0201 ] (実施例 6 5 )

この実施例は、図 1 A で示される、軸芯体の外周に本発明の導電層が設け

られた導電性部材に関する。

[0202] 導電性の軸芯体 （芯金）として S U S 製の芯金にニッケルを施 し、さらに

接着剤を塗布、焼 き付け したものを金型に配置 した。

[0203] 反応性官能基を有するイオン導電剤 a を 6 3 . 4 5 g と、 フッ素含有樹脂

原料 として 2 ， 2 , 3 ， 3 ， 4 ， 4 ， 5 , 5 , 6 ， 6 ， 7 , 7 , 8 ， 8 ， 9



， 9 _ へキサデカフル才口一 1， 1 0 _ デカンジ才一ル （シグマアル ドリツ

チ製） （質量平均分子量 ：4 6 2 ) 9 8 . 9 g ( 2 1 4 m m o l ) と、アル

キレン才キサイ ド含有樹脂原料としてデカプチレングリコ一ルジグリシジル

エーテル （質量平均分子量 ：8 5 0 ) 2 1 8 . 3 g ( 2 5 6 . 8 m m o I )

とを混合 した。そこに、硬化促進剤として 1 _ ベンジル_ 2 —メチルイミダ

ゾ一ル （商品名キュアゾ一ル 1 B 2 M Z 、四国化成工業製）を、上記各成分

の総量に対 して 5 質量％加えた。以上のようにして塗工液 5 5 (型成形用混

合物）を調製 した。塗工液 1 の固形分中のエチレンオキサイ ド量は0 質量％

、〇「2量は 2 6 . 7 質量％であった。

[0204] 塗工液 5 5 を、金型内に形成されたキヤビティに適切量を注入 した。続い

て、金型を8 0 °Cで 1 時間、 1 6 0 °Cで 3 時間加熱 して加硫硬化 し、冷却 し

た後に脱型 し、導電層によって表面が被覆された芯金を得た。その後、導電

層の長さが 2 2 8 m mになるように導電層の端部を切断、除去 した。以上の

ようにして導電性ローラ6 5 を作製 し、帯電ローラとして評価 した。評価結

果を表 1 2 — 3 に示す。

[0205] (比較例 1 )

反応性官能基を有するイオン導電剤としてイオン導電剤 a を0 . 2 9 g と

、フッ素含有樹脂原料として 1， 6 - ( ビス 2 ' 3 ' —エポキシプロピル）

—パ一フル才ロ_ n —へキサン （ダイキン工業製） （質量平均分子量 4 1 4

) 1 0 . 6 4 g ( 2 5 . 6 8 m m o I ) と、 1， 1 0 _ デカンジ才一ル （質

量平均分子量 ：8 5 0 ) 3 . 7 3 g ( 2 1 . 4 m m o I ) とをメチルェチル

ケ トンに溶解 した。そこに、硬化促進剤として 1 _ ベンジル_ 2 —メチルイ

ミダゾ一ル （商品名キュアゾ一ル 1 B 2 M Z 、四国化成工業製）を上記固形

分の総量に対 して 5 質量％加え、更に、そこにメチルェチルケ トンを加えて

、上記固形分の濃度が 2 7 質量％になるように調整 した。以上のようにして

塗工液 5 6 を調製 した。塗工液 5 6 の固形分中のエチレン才キサイ ド量は0

質量％、C F 2の量は 5 2 . 6 質量％であった。

[0206] イオン導電層の原料として塗工液 5 6 を使用 したこと以外は実施例 1 と同



様にして導電性ローラC 1 を作製 し、評価 した。評価結果を表 1 2 — 3 に示

す。

[0207] (比較例 2 )

イオン導電剤としてテ 卜ラエチルアンモニゥ厶クロリドを0 . 6 2 g と、

フッ素含有樹脂原料として 2 ， 2 , 3 ，3 ，4 ，4 ， 5 , 5 , 6 ， 6 ， 7 ,

7 ， 8 ， 8 ， 9 ， 9 _ へキサデカフル才口一 1， 1 0 _ デカンジ才一ル （シ

ダマアル ドリッチ製） （質量平均分子量 ：4 6 2 ) 1 1 . 8 7 g ( 2 5 . 6

8 m m o I ) と、アルキレンオキサイ ド含有樹脂原料としてゥンデ力プロピ

レングリコ一ルジグリシジルェ一テル （質量平均分子量 ：9 6 0 ) 2 0 . 5

4 g ( 2 1 . 4 m m o I ) とをメチルェチルケ トンに溶解 した。そこに、硬

化促進剤として 1 —ベンジル— 2 _ メチルイミダゾ一ル （商品名キュアゾ一

ル 1 B 2 M Z 四国化成工業製）を上記固形分の総量に対 して 5 質量％加え

、更に、そこにメチルェチルケ トンを加えて、上記固形分の濃度が 2 7 質量

%になるように調整 した。以上のようにして塗工液 5 7 を調製 した。塗工液

5 7 の固形分中のエチレンオキサイ ド量は0 質量％、C F 2の量は3 1 . 1 質

量％であった。

[0208] イオン導電層の原料として塗工液 5 7 を使用 したこと以外は実施例 1 と同

様にして導電性ローラC 2 を作製 し、評価 した。評価結果を表 1 2 — 3 に示

す。

[0209] (比較例 3 )

反応性官能基を有するイオン導電剤としてイオン導電剤 a を0 . 3 9 g と

、フッ素含有樹脂原料としてポリフッ化ビニリデン （商品名 ：クレハ K F ポ

リマ一 クレハ製） 9 . 8 9 g と、ノナエチレングリコ一ルジグリシジルェ

—テル （質量平均分子量 ：4 8 2 ) 3 . 7 3 g ( 2 1 . 4 m m o I ) をジメ

チルホルムアミドに溶解 し、固形分が 2 7 質量0/ 0になるように調整 した。以

上のように塗工液 5 8 を調製 した。塗工液 5 8 の固形分中のエチレン才キサ

ィ ド量は4 0 質量％であった。

[021 0] イオン導電層の原料として塗工液 5 8 を使用 したこと以外は実施例 1 と同



様 に して導電性 ローラ C 3 を作製 し、帯電 ローラと して評価 した。評価結果

を表 1 2 — 3 に示す。

[021 1 [ 表 24]

[021 2 ]
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[ 表 26]

(実施例 6 6 )

< 1 . 現像 ロー ラの作製 >

導電性の軸芯体 （芯金） と して S U S 製の芯金 にニ ッケル を施 し、 さ らに

接着剤 を塗布、焼 き付 け したものを用いた。 この 芯金 を金型 に配置 し、下記

表 1 3 に示す種類 と量の各材料 を、装置内で混合後、 1 2 0 °C に子熱 された



金型 内に形成 されたキ ヤ ビテ ィに注入 して、芯金 の外周部 が ゴム組成物 で被

覆 されている未加硫 ゴム ロー ラを得 た。続 いて、金型 を 1 2 0 °C で加熱 して

未加硫 ゴム 口一ラを加硫硬化、冷却、脱型 し、 直径 が 1 2 m m の 「シ リコ一

ンゴム製 の加硫 ゴム ロー ラ」 を得 た。 その後、弾性層 の端部 を、弾性層 の長

さが 2 2 8 m m にな るよ うに切 断、 除去 して、 「弾性 ロー ラ 6 6 」 を得 た。

[021 5] [ 表 27]

表 1 3

[021 6] 塗 工液 2 を用 いて実施例 1 と同様 のデ ィッビング方法 で前記弾性 ロー ラに

デ イツビング塗布 した。得 られた塗工物 を常温 で 3 0 分 間以上風乾 し、次 い

で 9 0 °C に設定 した熱風循環乾燥機 にて 1 時間、 更 に 1 6 0 °C に設定 した熱

風循環乾燥機 にて 3 時間乾燥 して、弾性層上 に導 電層 を形成 した。 この よ う

に して導 電性 ロー ラ 6 6 を得 た。

[021 7] < 2 . 特 性 評価 >

帯電 ロー ラの特性評価方法 と同様 に して、導 電層 と現像 ロー ラの電気抵抗

率 の測定 を行 い、滲み 出 しの評価 を行 った。評価結果 を表 1 4 に示 す。

[021 8] < 3 . 画像 評価 >

下記 に示 す方法 で、本発 明 に係 る現像 ロー ラの画像評価 を行 った。評価結

果 を表 1 4 に示 す。

[021 9] [ 評価 7 ：低温低湿環境 下でのかぶ り評価 ]

導 電性 ロー ラ 6 6 を、現像 ロー ラ と して カラ一 レーザ一 プ リンタ （商 品名

：C o l o r L a s e r J e t C P 2 0 2 5 d n 、 日本 H P 社製 ）用の プ

ロセス力一 卜リッジに装着 した。 卜ナ一は、 プロセス力一 卜リッジに搭載 さ

れているマゼ ンタ 卜ナ一 をその まま使 用 した。現像 ロー ラを装着 した プロセ

スカ一 卜リッジを L / L 環境 下 に 4 8 時 間放置 した後、 プロセス力一 卜リッ



ジと同 じ環境下に放置 してあったカラ一 レーザ一プリンタにプロセス力一 卜

リッジを組み込んだ。その環境下にて 4 % 印字画像を 6 0 0 0 枚画出 しした

後、 ダロス紙にベタ白画像を 1枚出力 した。出力 したベタ白画像の反射濃度

を 1 6 点 （ダロス紙を均等に縦に4 分割、横に4 分割 してできた 1 6 マスの

各中心点）測定 した平均値をD s (%) 、ベタ白画像の出力前のダロス紙の

反射濃度を 1 6 点測定 した平均値をD r (%) と し、 D s _ D r をかぶ り量

とした。なお、反射濃度は反射濃度計 （商品名 ：白色光度計 T C _ 6 D S /

A 、東京電色社製）を用いて測定 した。かぶ りは以下のように評価 した。

A ：かぶ り量が 0 . 5 %未満である。

B ：かぶ り量が 0 . 5 %以上 2 %未満である。

C ：かぶ り量が 2 %以上 5 %未満である。

D ：かぶ り量が 5 %以上である。

[0220] [ 評価 8 ：高温高湿環境下での リーク試験 ]

リーク試験はカラ一 レーザ一プリンタ （商品名 ：C o l o r L a s e r J

e t C P 2 0 2 5 d n 、 日本 H P社製）と、該カラ一 レーザ一プリンタ用

のプロセス力一 トリッジを改造 したものを使用 して行 った。 プロセス力一 卜

リッジは、現像 プレー ド2 8 を S U S 3 0 4 製の厚さ 1 O O mのものに交

換 し、 卜ナ一 2 9 は、 プロセス力一 卜リッジに搭載されているマゼンタ トナ

—をそのまま使用 した。

[0221 ] 次いで、現像 ローラとして導電性 ローラ 6 6 を装着 したプロセス力一 トリ

ッジをH / H環境下に4 8 時間放置 した後、 プロセス力一 卜リッジと同 じ環

境下に放置 してあったカラ一 レーザ一プリンタにプロセス力一 卜リッジを組

み込んだ。同環境において、現像 プレー ドバイアスを、現像 ローラバイアス

よりも 3 0 0 V 低い電圧 とし、以下のような画像評価を行 った。

[0222] 最初に初期のハーフ トーン画像を出力 した。その後、印字率が 4 % の画像

を 2 0 0 0 0 枚連続で出力 した後、耐久後のハーフ 卜一ン画像を出力 した。

それぞれのハーフ トーン画像より、以下の方法で リーク試験を行 った。 リ一

クは、ハーフ トーン画像上の横スジの有無を目視で判断 した後、反射濃度計



(商品名 ：G r e a t a g M a c b e t h R D 9 1 8 、マクベス社製）を

用いて、横スジ部と正常部の濃度差を測定 し、以下の基準により評価 した。

A ：横スジは確認されない。

B ：極軽微な横スジが確認されるが、濃度差は0 . 0 5 未満である。

C ：横スジが確認され、濃度差が 0 . 0 5 以上 0 . 1 未満である。

D ：横スジが確認され、濃度差も0 . 1 以上である。

[0223] (実施例 6 7 及び 6 8 )

塗工液 2 を用いて、イオン導電層の膜厚を変更 したこと以外は実施例 6 6

と同様にしてそれぞれ導電性ローラ6 7 及び 6 8 を作製 し、現像ローラとし

て評価 した。評価結果を表 1 4 に示す。

[0224] (実施例 6 9 )

イオン導電層の原料として塗工液 1 6 を使用 したこと以外は、実施例 6 6

と同様にして導電性口一ラ6 9 を作製 し、現像ローラとして評価 した。評価

結果を表 1 4 に示す。

[0225] (実施例 7 0 )

未加硫ゴムローラの原料として力一ポンプラックの使用量を4 5 質量部に

変更 したこと以外は実施例 6 6 と同様にして導電性口一ラ 7 0 を作製 し、現

像ローラとして評価 した。評価結果を表 1 4 に示す。

[0226] (比較例 4 )

イオン導電層の原料として塗工液 5 7 を使用 したこと以外は、実施例 6 6

と同様にして導電性口一ラC 4 を作製 し、現像ローラとして評価 した。評価

結果を表 1 4 に示す。

[0227]



3

[表28]

0寸

[0228] (実施例 7 )

実施例 6 6 と全 く同様にして導電性口一ラ7 1 を作製 した。この導電性口

—ラ7 1 を、 1次転写ローラとして電子写真式レーザ一プリンタ （商品名 ：

Ρ し o l o r L a s e r j e t E n t e r p i s e C P 4 5 2

5 d n H P社製）に 1次転写ローラとして組み込み、画像出力を行った。

[0229] 上述の電子写真装置を使用 して、温度 2 3 °C、相対湿度 5 0 %環境下で、



耐久試験 を行 った。耐久試験 は、 2 枚の画像 を出力 した後、感光体 ドラムの

回転 を完全 に約 3 秒停止させ、画像 出力を再開するという間欠的な画像形成

動作 を繰 り返 して 4 0 0 0 0 枚 の電子写真画像 を出力するものである。 この

際の出力画像 は、サイズが 4 ポイン トのアル ファベ ッ トの 「E 」の文字が、

A 4 サイズの紙の面積 に対 し被覆率が 1 % となるように印字 されるような画

像 と した。

[0230] 次 いで、再び上記 プロセス力一 卜リッジに 1 次転写 ローラと して導電性 口

—ラ 7 を組み込み、画像評価 を行 った。画像の評価 は全て、 L / L 環境下

で行い、ハーフ トー ン （感光体の回転方向 と垂直方向に幅 1 ドッ ト、間隔 2

ドッ 卜の横線 を描 く画像）画像 を出力 しておこな った。評価結果 を表 1 5 に

示す。

[0231 ]



[ 表 29]

表 1 5

この出願 は 2 0 1 1 年 1 2 月 2 6 日に出願 された 日本国特許出願第 2 0

1 - 2 8 4 4 5 3 か らの優先権 を主張するものであ り、 その内容 を引用 して

この出願の一部 とするものである。

符号の説明

- 軸芯体

• · 弾性層

3 · 表 面層

4 • · 中間層

2 · 感光体 ドラム

2 2 · 帯電 ロー ラ



2 3 現像 口一ラ

2 4 卜ナ一供給 ローラ

2 5 - ク リ一ニ ングプ レ一 ド

2 6 卜ナ一容器 （現像容器）

2 7 ' 廃 卜ナ一容器

2 8 現像 プ レー ド

2 9 卜ナ一

0 撹拌羽

3 感光体 ドラム

3 2 帯電 口一ラ

3 3 現像 ローラ

3 4 卜ナ一供給 ローラ

3 5 - ク リ一ニ ングプ レ一 ド

3 6 卜ナ一容器 （現像容器）

3 7 ' 廃 卜ナ一容器

3 8 現像 プ レー ド

3 9 卜ナ一

3 0 撹拌羽

3 1 1 露光光

3 —次転写 ローラ

3 3 テ ンシ ョンローラ

3 4 - 中間転写ベル ト駆動 ローラ （二次転写対向 ローラ）

3 5 中間転写ベル 卜

3 6 二次転写 ローラ

3 7 中間転写ベル トク リーナ一

3 8 定着装置

3 9 転写材

Y - イエ ロ一プロセス力一 卜リッジ、 または 卜ナ一キ ッ ト



M - マゼ ンタプロセス力一 卜リッジ、 または 卜ナ一キ ッ ト

〇 シアンプロセス力一 卜リッジ、 または 卜ナ一キ ッ ト

B K ブラックプロセス力一 卜リッジ、 または トナーキ ッ ト



請求の範囲

[ 請求項 1] 導電性の軸芯体 と、導電層 とを有する電子写真用の導電性部材であ

つ て 、

該導電層は、

分子内にイオ ン交換基 と してスルホ基 または第四級 アンモニゥ厶基 を

有するバインダ一樹脂 と、該イオ ン交換基 とは逆極性のイオ ンとを含

み、

該バインダ一樹脂 は、

化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示 される構造の群か ら選

択 される何れかの構造 と、化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 ) _ 3 で示

される構造の群か ら選択 される何れかの構造 とを有 し、かつ、

該バインダ一樹脂 は、該導電層中に該バインダ一樹脂 によるマ 卜リク

ス ドメイン構造 を該導電層中に生 じさせない分子構造 を有するもの

であることを特徴 とする導電性部材 ：

[ 化 1]

式 （1 )一 1 式 （1 ) —2

一 (CF 2)m — -(CF -CF - ) —

[ 化 2]

式 （2) — 1 式（2) — 2 式 （2) —3

-(CH -CH -0) p - -(CH -CHCH 3 - 0 ) - 一（CH 2— CH2— CH2 _CH 2—0 —

[ 式 （1 ) _ 1 中、 m は 2 以上 2 0 以下の整数 を示 し、式 （1 ) _ 2

中、 n は 5 以上 5 0 以下の整数 を示す。式 （2 ) _ 1 中、 p は 1 以上

2 5 以下の整数 を示 し、式 （2 ) _ 2 中、 q は 1 以上 1 5 以下の整数

を示 し、式 （2 ) _ 3 中、 r は 1 以上 1 2 以下の整数 を示す。 ] 。

[ 請求項2] 前記バインダ一樹脂 は、

前記化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示 される構造の群か

ら選択 される何れかの構造 と、前記化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 )



_ 3 で示 される構造の群か ら選択 される何れかの構造 とが、

下記化学式 （3 ) _ 1 〜化学式 （3 ) _ 6 で示 される構造の群か ら選

択 される少な くとも 1 つの構造 を含む連結基で連結 されてなる構造 を

含む請求項 1 に記載の導電性部材 ：

[ 化3]

式 （3 - 1 式 （3 ) — 2 式 （3 ) - 3

式 （3 ) - 4 式 （3 ) - 6

H~

[ 請求項3] 前記バインダ一樹脂 は、

前記化学式 （1 ) _ 1 または化学式 （1 ) _ 2 で示 される構造の群か

ら選択 される何れかの構造 と、前記化学式 （2 ) _ 1 〜化学式 （2 )

_ 3 で示 される構造の群か ら選択 される何れかの構造 とが、

少な くとも下記化学式 （4 ) _ 1 〜化学式 （4 ) _ 3 で示 される群か

ら選択 される何れかの構造 を含む連結基で連結 されてなる構造 を含む

請求項 1 に記載の導電性部材 ：

[ 化4]

式 （4 ) - 1 式 （4 ) 一2

- N—— CH,-CH ——

I I -NH— C― O一 A2― — A3— O― C― H
† OH

〇
II oII

[ 式 （4 ) 中、 A A eは 2 価 の有機基 を示 し、 X ，~ X 3 は前記ィ



オ ン交換基 を示す。 ] 。

[ 請求項4] 前記バインダー樹脂の分子末端が、下記化学式 （5 ) _ 1 〜化学式

( 5 ) _ 5 で示 される構造の群か ら選択 される少な くとも 1 つの構造

を含む請求項 1 か ら請求項 3 の何れかの一項 に記載の導電性部材 ：

[ 化 5]

( 5 ) 一 式 （5 ) — 2 式 （5 ) - 3

— NH- ― — 0 — A 8— X 5 — 0 — A —

0

式 （5 ) — 4 式 （5 ) — 5

S Α — 7 —— NH— C― ΝΗ一A — ：

0
I I

[ 式 （5 ) 中、 A 7 ~ A ，，は 2 価 の有機基 を示 し、 X 4 ~ X 8 は前記ィ

オ ン交換基 を示す。 ] 。

[ 請求項 5] 前記バインダー樹脂 は、少な くとも前記化学式 （2 ) _ 1 で示 され

る構造 を有 し、

バインダ一樹脂 中における該構造の含有量が 3 0 質量％以下である請

求項 1 か ら請求項 4 の何れかの一項 に記載の導電性部材。

[ 請求項 6] 前記バインダー樹脂 は、少な くとも前記化学式 （2 ) _ 2 または前

記化学式 （2 ) _ 3 で示 される構造 を有する請求項 1 か ら請求項 5 の

何れかの一項 に記載の導電性部材。

[ 請求項 7 ] 前記イオ ン交換基が第四級 アンモニゥ厶基であ り、かつ、前記逆極

性のイオ ンがスルホニルイミ ドイオ ンである請求項 1 か ら請求項 6 の

何れかの一項 に記載の導電性部材。

[ 請求項8] 前記バインダ一樹脂 は、前記化学式 （1 ) _ 1 で示 される構造 と、

前記化学式 （2 ) _ 3 で示 される構造 とが、前記化学式 （3 ) -

化学式 （3 ) _ 4 で示 される構造の群か ら選択 される何れかの構造の

連結基で連結 されてなる構造 を含む請求項 1 か ら請求項 7 の何れかの

一項 に記載の導電性部材。



[ 請求項 9 ] 電子写真装置の本体 に着脱可能 に構成 されているプロセス力一 卜リ

ッジであ って、請求項 1 ~ 8 のいずれかの一項 に記載の導電性部材 を

具備 していることを特徴 とするプロセス力一 卜リッジ。

[ 請求項 10 ] 請求項 1 ~ 8 のいずれかの一項 に記載の導電性部材 を具備 している

ことを特徴 とする電子写真装置。
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